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様式２－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　各指標の達成状況

Ｂ

Ｂ

３年目

東京
の将
来の
医療
（地域
医療
構想）

共通
退院調整部門の設置数及
び割合

346病院
58.7％

増やす
上げる

項目 取組 指標名 策定時 目標値

実績

平成30年度病床機能報告
（速報値）

（※）速報値のため、確
定値で数字が変動する可
能性あり。

第１部各論　第４章　東京の将来の医療（地域医療構想）

350病院
61.6％

平成30年度病床機能報告
（速報値）

（※）速報値のため、確
定値で数字が変動する可
能性あり。

共通
病床稼働率（病床機能
別）

高度急性期：88.1％
急性期：82.3％
回復期：88.4％
慢性期：89.8％

上げる

高度急性期：86.5％
急性期：85.2％
回復期：88.2％
慢性期：91.8％

達成
状況

出典
１年目 ２年目

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している  Ｃ：やや達成が遅れている   

Ｄ：達成が遅れている  －：その他   
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様式２－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　各指標の達成状況

―

Ａ

―
衛生行政報告例

（就業医療関係者）

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

第２
節　保
健医
療を
担う
人材
の確
保と
資質
の向
上

（医師）
取組１－１
取組１－２
取組１－３
取組２－１
取組２－２
取組２－３

人口10万人当たり医師数

小児科：17.2
産科・産婦人科：

12.2
救急科：3.6
（平成28年）

増やす ―
医師・歯科医師・薬剤師

調査

（医師）
取組１－１
取組１－２
取組１－３

へき地町村が必要とする
医師充足率（へき地町村
の医師派遣要請に対する
充足率）《再掲》

96.4％
（100％）

（平成29年4月1日
現在）

100% 100% 医療振興担当調べ

（看護職
員）
取組１
取組２
取組３
取組４

看護職員数
125,774

（平成28年末）

※国の「看護職員
受給推計」（平成
30年度策定予定）
に合わせて設定

130,101
（平成30年末）

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

項目 取組 指標名 策定時 目標値

実績

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している  Ｃ：やや達成が遅れている   

Ｄ：達成が遅れている  －：その他   
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様式２－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　各指標の達成状況

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

項目 取組 指標名 策定時 目標値

実績

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している  Ｃ：やや達成が遅れている   

Ｄ：達成が遅れている  －：その他   

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―
国民健康・栄養調査（栄

養摂取状況調査）

取組１－１
取組２－１
取組２－２
取組２－３

果物の摂取量（１日当た
り）100ｇ未満の人の割合
（20歳以上）

第３
節　生
涯を
通じ
た健
康づく
りの
推進

１　生
活習
慣の
改善
（栄
養・食
生活、
身体
活動・
運動、
喫煙
等）

取組１－１
取組２－１
取組２－２
取組２－３

野菜の摂取量（１日当た
り）350ｇ以上の人の割合
（20歳以上）

男性35.5％
女性34.4％

（平成24～26年）

増やす
（50％）

―
国民健康・栄養調査（栄

養摂取状況調査）

取組１－１
取組２－１
取組２－２
取組２－３

食塩の摂取量（１日当た
り）８ｇ以下の人の割合
（20歳以上）

男性22.4％
女性37.1％

（平成24～26年）
増やす

男性61.8％
女性52.0％

（平成24～26年）
減らす ―

国民健康・栄養調査（栄
養摂取状況調査）

国民健康・栄養調査（栄
養摂取状況調査）

取組１－２
取組２－１
取組２－２
取組２－３

歩数（１日当たり）が
8,000歩以上の人の割合

男性（20～64歳）
48.0％

同（65～74歳）
42.3％

女性（20～64歳）
39.9％

同（65～74歳）
32.3％

（平成24～26年）

増やす ―
国民健康・栄養調査（身

体状況調査）

取組１－１
取組２－１
取組２－２
取組２－３

脂肪エネルギー比率が適
正な範囲内（20％以上
30％未満）にある人の割
合（20歳以上）

男性　49.5％
女性　49.9％

（平成24～26年）
増やす ―

国民健康・栄養調査（身
体状況調査）

取組１－３
取組２－１
取組２－２
取組２－３

睡眠時間が十分、あるい
はほぼ足りている人の割
合

63.8%
（平成28年）

増やす ―
健康と保健医療に関する

世論調査

取組１－２
取組２－１
取組２－２
取組２－３

歩数（１日当たり）が下
位25％に属する人の平均
歩数

男性（20～64歳）
2.275 3,152歩
同（65～74歳）
2,383 2,535歩

女性（20～64歳）
2,677 3,458歩
同（65～74歳）
2,140 2,178歩

（平成24～26年）

増やす ―

健康と保健医療に関する
世論調査

取組１－４
取組２－１
取組２－２
取組２－３

生活習慣病のリスクを高
める量を飲酒している人
の割合

男性18.9％
女性15.4％
（平成28年）

減らす ―
健康と保健医療に関する

世論調査

取組１－３
取組２－１
取組２－２
取組２－３

眠れないことがまったく
ない、あるいはめったに
ない人の割合

48.3%
（平成28年）

増やす ―

国民生活基礎調査

取組１－５
取組１－６
取組１－７
取組２－１
取組２－２
取組２－３

成人の喫煙率
全体　18.3％
男性　28.2％
女性　9.3％

全体　12％
男性　19％
女性　6％

（喫煙をやめたい
人がやめた場合の

喫煙率）

―
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様式２－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　各指標の達成状況

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

項目 取組 指標名 策定時 目標値

実績

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している  Ｃ：やや達成が遅れている   

Ｄ：達成が遅れている  －：その他   

２　母
子保
健・子
供家
庭福
祉

Ｂ

３　青
少年
期の
対策

Ｂ

―

―

―

Ａ

５　慢
性閉
塞性
肺疾
患
（COP
D）の
予防

―

６　こ
ころの
健康
づくり

Ａ

７　自
殺対
策の
取組

Ａ

４　フ
レイ
ル・ロ
コモ
ティブ
シンド
ロー
ムの
予防

取組１
歩数（１日当たり）が
8,000歩以上の人の割合
《再掲》

男性（20～64歳）
48.0％

同（65～74歳）
42.3％

女性（20～64歳）
39.9％

同（65～74歳）
32.3％

（平成24～26年）

増やす ―
国民健康・栄養調査（身

体状況調査）

取組１
歩数（１日当たり）が下
位25％に属する人の平均
歩数《再掲》

男性（20～64歳）
2.275 3,152歩
同（65～74歳）
2,383 2,535歩

女性（20～64歳）
2,677 3,458歩
同（65～74歳）
2,140 2,178歩

（平成24～26年）

増やす ―
国民健康・栄養調査（身

体状況調査）

国民健康・栄養調査（栄
養摂取状況調査）

取組２

週１回以上の通いの場の
参加率（65歳以上）
※通いの場への参加率＝
通いの場の参加者実人数/
高齢者人口

0.6％
（平成27年度）

増やす
0.9%

（平成29年度）

厚生労働省「介護予防・
日常生活支援総合事業の
実施状況に関する調査」
及び総務省「住民基本台

帳」

取組１

脂肪エネルギー比率が適
正な範囲内（20％以上
30％未満）にある人の割
合（20歳以上）《再掲》

男性　49.5％
女性　49.9％

（平成24～26年）
増やす ―

人口動態統計
取組１
取組２

自殺死亡率
17.4

（平成27年）
平成38年までに平
成27年比30％減

14.6
（平成29年）

健康と保健医療に関する
世論調査

取組１－１
取組１－２
取組１－３

支援が必要な程度の心理
的苦痛を感じている者
（Ｋ６の合計点数10点以
上）の割合

11.5%
(平成25年)

減らす
10.7%

（平成28年）
国民生活基礎調査

取組１ ＣＯＰＤの認知度 26.8% 80% ―

区市町村からの３０年度
交付申請及びそれに基づ
く交付決定

取組１－４
食物アレルギー対応委員
会の設置運営学校数の割
合

87.5% 100.0% 90.30%
学校における食物アレル

ギー等に関する調査

取組１－１
妊娠・出産・子育ての切
れ目ない支援体制を構築
する区市町村数

２９区市町村 全区市町村
49区市町村（20区
21市4町4村）が実

施

6



様式２－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　各指標の達成状況

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

項目 取組 指標名 策定時 目標値

実績

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している  Ｃ：やや達成が遅れている   

Ｄ：達成が遅れている  －：その他   

第６
節　難
病患
者等
支援
及び
血液・
臓器
移植
対策

Ｄ

第７
節　医
療安
全の
確保
等

Ｂ
取組１
取組２
取組３

医療安全対策加算届出病
院数
（加算１及び加算２）

３０１病院 増やす
３１３病院 医療機関届出状況（地方

厚生局）施設一覧リスト

取組１ 若年層の献血率

10 代　6.6％
20 代　7.4％
30 代　5.6％

（平成28 年度実
績）

7.0％
8.1％
7.6％

6.4％
6.2％
5.1％

日本赤十字社血液事業本
部「血液事業年度報（平

成30年度）」
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保健医療計画　進捗状況（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

○

○

○

○

○

○
６２区市町村の内数（区
市町村在宅療養推進事業
のメニューの1つ）

区市町村在宅療養推進事業

在宅療養を推進するに当たり、
医療面における支援体制を整備
するために、区市町村が実施す
る取組を支援し、在宅療養体制
の構築を図る

ＩＣＴを活用して、切れ目のない在宅
医療提供体制の構築や医療・介護関係
者等への情報共有に取り組む区市町
村：２６区市町村

東京都地域医療連携ＩＣＴシス
テム整備支援事業

医療機関が既に整備している電
子カルテ等を利用して医療機関
同士が円滑に情報共有を行うた
めのＩＣＴを活用した医療連携
ネットワークの構築に対して支
援

４医療機関 ８医療機関

地域医療連携ＩＣＴシス
テム構築支援事業

地域医療構想推進事業（ソフ
ト）
（地域医療連携ＩＣＴシステム
構築支援事業）

ＩＣＴを活用した東京都全域を
対象とする医療連携ネットワー
クの構築に向けた東京都医師会
の取組を支援

地域医療連携ＩＣＴシステム構築支援
事業の実施：
東京都全域を対象とする医療連携ネッ
トワークの構築に向けた東京都医師会
の取組を支援

相互理解のための対話促進支援事業の
実施（東京都医師会に委託）
実施地域：26地区医師会
実施回数：37回
参加人数：3,812人

都民の医療に対する理解と参画
推進事業
（医療情報の理解促進のための
人材養成研修会）

都民に対し医療に関する情報の
理解を促す機会のある行政機関
や医療提供施設などの医療・福
祉関係職員が適時適切に都民へ
の説明・助言が行えるよう、医
療情報に関する研修を実施

医療情報の理解促進のための人材養成
研修会の実施
実施回数：1回（2月実施）
参加人数：118名

1回

都民の医療に対する理解と参画
推進事業
（相互理解のための対話促進・
支援）

地区医師会が開催する健康講座
等の中で、都民が医療制度への
理解を深め、適切な受療行動が
とれるよう医療情報ナビを活用
した普及啓発を実施（東京都医
師会へ委託）

相互理解のための対話促
進・支援事業の実施

保健医療情報センターの運営
保健医療福祉相談事業対応件数：
63,841件

保健医療情報センターの
運営

東京都薬局機能情報提供
システム“ｔ－薬局いん
ふぉ”Webサイトの運営

東京都薬局機能情報提供システ
ム“ｔ－薬局いんふぉ”による
情報提供

東京都薬局機能情報提供システ
ム“ｔ－薬局いんふぉ”Ｗｅｂ
サイトにおいて、薬局の所在
地、開局時間、薬局サービスな
どの情報提供を実施

“ｔ－薬局いんふぉ”Webサイトの運
営
Webサイトアクセス数：68,864件

平成30年度実績

平成30年度計画
（予算規模等）事業名 事業概要

これまでの取組状況

＜課題２＞
医療制度などに関する都
民の理解

東京都医療機関案内サービス
“ひまわり”による情報提供

東京都医療機関案内サービス
“ひまわり”Ｗｅｂサイトにお
いて、医療機関の所在地、診療
科、医療機能などの情報提供を
実施

“ひまわり”Webサイトの運営
アクセス数：5,451,998件

国庫
負担

東京都医療機関案内サー
ビス“ひまわり”Webサ
イトの運営

都民の医療に対する理解と参画
推進事業
（医療情報ナビ・ＷＥＢによる
普及啓発）

医療に関する制度や基本的知識
を学べる普及啓発用冊子・Ｗｅ
ｂサイトを作成・配布

医療情報ナビ冊子の配布
配布部数：19,110冊

医療情報ナビ冊子の配布

“こども医療ガイド”Webサイ
ト

乳幼児の保護者向けに、子供の
病気やケガの対処法や子育ての
情報などを提供

“こども医療ガイド”Webサイトの運
営
アクセス数：1,055,349件

“こども医療ガイド”
Webサイトの運営

保健医療情報センターの運営

高齢化の進展や疾病構造の変化
等に伴って増大している保健医
療情報への需要に対応するため
の総合窓口として、保健・医
療・福祉に関する相談対応や医
療機関等への情報提供を行う

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

○　服薬情報や検査結果
などの患者情報等の共有
による、急性期から在宅
療養への切れ目ない医療
連携の推進や、過剰投薬
や二重検査の防止など患
者の負担軽減を図るた
め、ＩＣＴを活用した地
域医療連携ネットワーク
の構築に取り組む医療機
関等を支援します。

○　地域の医療・介護関
係者が、在宅療養患者の
体調の変化や服薬状況等
の情報をＩＣＴを活用し
て効果的に共有するな
ど、在宅療養患者の療養
生活を支えるための情報
共有・多職種連携の取組
を進めます。

項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

○　都全域を対象とする
ＩＣＴを活用した医療連
携ネットワークの構築に
向けた東京都医師会の取
組と連携して広域的な情
報共有を推進します。

（取組１）
適切な医療機関・薬局の
選択を支援するための情
報提供の充実
○“ひまわり”の医療機
関情報を都民に分かりや
すく提供できるよう、都
民や医療従事者の意見を
踏まえ、提供情報の充
実、システムの改善や操
作性の向上等に引き続き
取り組みます。

○“ひまわり”や“ｔ－
薬局いんふぉ”等がより
一層活用されるよう、都
民や医療従事者に対し、
認知度の向上や利用率の
向上に向けた広報に取り
組んでいきます。

課題 取組

○“ｔ－薬局いんふぉ”
により、都民が求める薬
局に関する情報を分かり
やすく提供します。

○“ひまわり”や“ｔ－
薬局いんふぉ”等がより
一層活用されるよう、都
民や医療従事者に対し、
認知度の向上や利用率の
向上に向けた広報に取り
組んでいきます。

第１節
都民の視
点に立っ
た医療情
報

＜課題３＞
ＩＣＴを活用した効果的
な医療情報の共有

○　地域包括ケアシステ
ムの構築に向けて、医療
提供施設相互間の機能の
分担や業務の連携の重要
性、適切な医療機関の受
診、在宅療養、看取り当
に関する理解を促進する
ため、都民に身近な区市
町村や医師会等と連携し
て、効果的な普及啓発を
実施します。

○　区市町村や医療機関
等の関係職員を対象とし
た研修会を開催し、患者
や家族等からの相談に応
じ、適切な医療につなげ
ることのできる人材を養
成します。

（取組２）
医療の仕組みなどに対す
る普及啓発
○“医療情報ナビ”や
“こども医療ガイド”等
を活用して、医療の仕組
みや医療に関する基礎的
な知識等を分かりやすく
情報提供します。

＜課題１＞
都民の医療機関等の適切
な選択
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

○

○

○

○

○

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

（取組２－３）
情報発信・情報提供

○東京都地域医療支援センター
≪再掲≫

東京都地域医療対策協議会が策
定した方針に基づき、医療機関
における医師確保支援、奨学金
被貸与者のキャリア形成支援、
医師確保状況の実態把握、医師
確保対策に関する情報の発信な
ど、都の特性を踏まえた医師確
保対策を推進していきます。

東京都地域医療支援センター無料職業
紹介事業所
平成30年度実績なし

ホームページによる事業発信

　－

（取組２－２）
医師のキャリア形成支援

○東京都地域医療医師奨学金
≪再掲≫

将来、都内の医師確保が必要な
地域や診療科等に医師として従
事しようとする者に対し、地域
医療医師奨学金を貸与します。

特別貸与奨学金新規被貸与者　25名 877,697千円

○へき地勤務医師等確保事業

へき地医療対策協議会で承認さ
れたへき地勤務医師等派遣計画
に基づき、事業協力病院からへ
き地診療所等に医師が長期的か
つ安定的に派遣された場合、事
業協力病院に謝金を交付すると
ともに、事業協力病院が代替医
師等を雇用する場合にその経費
を補助します。

事業協力病院　9病院
派遣人数（医師・歯科医師）　15人

採用　3名
支援勤務　6名
研修　5名

13,421千円

264,437千円

○画像伝送システム運用事業
都立広尾病院に画像電送システ
ムを設置し、島しょ診療所等に
診断支援等を実施します。

画像伝送システム使用件数1,320件
他Ｗｅｂ会議実施

実績額
（局・広尾病院、運用事業）
2,583千円
（全島しょ町村、運営費補事業）
6,166千円

2,686千円

○画像伝送システム運営費補助
事業

画像電送システムを設置する島
しょ町村に対し、それに係る経
費を補助します。

7,557千円

東京都
1～6年在籍数　14人

136,365千円

（取組１－２）
実態把握

○東京都地域医療対策協議会

医療従事者の安定的確保のた
め、医療関係者や都民等からな
る協議会で検討を進めていま
す。

協議会　3回開催 1,459千円

○東京都地域医療支援センター

医師＜課題２＞
医師の育成

（取組２－１）
医師の養成

○東京都地域医療医師奨学金
≪再掲≫

将来、都内の医師確保が必要な
地域や診療科等に医師として従
事しようとする者に対し、地域
医療医師奨学金を貸与します。

特別貸与奨学金新規被貸与者　25名 877,697千円

○自治医科大学によるへき地勤
務医師養成
≪再掲≫

自治医科大学の運営費負担、入
学試験の実施を実施します。

東京都地域医療対策協議会が策
定した方針に基づき、医療機関
における医師確保支援、奨学金
被貸与者のキャリア形成支援、
医師確保状況の実態把握、医師
確保対策に関する情報の発信な
ど、都の特性を踏まえた医師確
保対策を推進していきます。

医師派遣の実態調査の実施 1,277千円

（取組１－３）
効果的な取組の検討

○東京都地域医療医師奨学金
≪再掲≫

将来、都内の医師確保が必要な
地域や診療科等に医師として従
事しようとする者に対し、地域
医療医師奨学金を貸与します。

特別貸与奨学金新規被貸与者　25名 877,697千円

○東京都地域医療支援ドクター
事業
≪再掲≫

地域医療の支援に意欲を持つ医
師経験５年以上の医師を都職員
として採用し、東京都地域医療
支援ドクターとして、医師不足
が深刻な市町村公立病院等に一
定期間派遣します。

877,697千円

○東京都地域医療支援ドクター
事業

地域医療の支援に意欲を持つ医
師経験５年以上の医師を都職員
として採用し、東京都地域医療
支援ドクターとして、医師不足
が深刻な市町村公立病院等に一
定期間派遣します。

採用　3名
支援勤務　6名
研修　5名

13,421千円

○へき地勤務医師等確保事業

へき地医療対策協議会で承認さ
れたへき地勤務医師等派遣計画
に基づき、事業協力病院からへ
き地診療所等に医師が長期的か
つ安定的に派遣された場合、事
業協力病院に謝金を交付すると
ともに、事業協力病院が代替医
師等を雇用する場合にその経費
を補助します。

事業協力病院　9病院
派遣人数（医師・歯科医師）　15人

264,437千円

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績

第２節
保健医療
を担う人
材の確保
と資質の
向上

医師＜課題１＞
地域の実情に応じた医師
確保対策

（取組１－１）
地域の医師確保対策

○東京都地域医療医師奨学金

将来、都内の医師確保が必要な
地域や診療科等に医師として従
事しようとする者に対し、地域
医療医師奨学金を貸与します。

項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○自治医科大学によるへき地勤
務医師養成 自治医科大学の運営費負担、入

学試験の実施、卒業医師のへき
地町村への派遣等を実施しま
す。

東京都
1～6年在籍数　14人

136,365千円

○自治医科大学卒業医師の派
遣・研修

ヘき地町村派遣　10人
都立病院等研修　12人

特別貸与奨学金新規被貸与者　25名
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○

第２節
保健医療
を担う人
材の確保
と資質の
向上

看護職員＜課題４＞
訪問看護を担う人材

（取組４）
訪問看護師の人材確保等
に向けた支援

703千円

〇地域における教育ステーショ
ン事業

訪問看護認定看護師相当の指導
者が配置され育成支援のできる
訪問看護ステーションを教育ス
テーションに指定し、地域の小
規模事業所のニーズに応じた同
行訪問等による指導・助言を行
うことにより、地域の訪問看護
人材の育成支援を行います。

教育ステーション　13箇所 48,588千円

地域就業支援病院　26病院 65,330千円

〇東京都在宅療養推進会議
訪問看護推進部会

訪問看護の推進に向けた取組に
ついて、中・長期的な対策を含
め、多角的・総合的に検討を行
います。

訪問看護推進部会　3回開催

（取組２－２）
看護職員の育成

○看護外来相談開設研修事業

在宅療養の充実、看護職員の資
質向上を図るため、医師との連
携の下、患者に対するケアや指
導を行う看護外来相談の開設に
向けた研修や施設整備などの支
援を実施しています。

研修受講者数
講義　65人
実践　65人

2,619千円

看護職員＜課題２＞
定着対策

（取組２－１）
ライフステージに応じた
支援策の充実

○看護職員定着促進支援事業

就業協力員による病院への巡回
訪問や二次保健医療圏を基本と
した集合研修の実施を推進し。
看護職員の定着に向けた病院の
取組を支援することにより、看
護職員が安心して働き続けられ
る環境の整備を促進していま
す。

支援病院数　11病院 55,689千円

看護職員＜課題１＞
養成対策

看護職員＜課題３＞
再就業対策

（取組３）
復職しやすい環境の整備

○東京都ナースプラザの管理運
営

保健師、助産師、准看護師の免
許を有する離職者の再就業を促
進するため、就業相談やあっせ
ん、再就業促進のための研修な
どを行い、看護職員の確保や都
内定着。資質向上を図っていま
す。

ナースバンク事業
　就業者数　1,629人
　相談件数　3,762件
研修事業
　延べ受講数　4,619人
普及啓発事業
　一日看護体験参加者数　1,733人

○新人看護職員研修体制整備事
業

新人看護職員の早期離職防止を
図るため、病院等の臨床研修体
制の充実に取り組んでいます。

研修実施施設数　156 120,122千円

○島しょ看護職員定着促進事業

島しょ地域において働く看護職
員を対象に、出張研修や一時的
に島を離れる際の短期代替看護
職員派遣を実施します。

出張研修　6回
短期代替看護職員派遣　延べ14回

7,941千円

285,520千円

○看護職員地域確保支援事業

地域における復職支援研修や再
就業相談を実施するなど、看護
師等の再就業を支援していま
す。

都内就業率　92.7%

学校説明会・一日看護体験の実施、公
開講座の開催
社会人入試の実施等

903,970千円

○看護師等養成所運営費補助

看護師等の学校又は養成所に対
し、必要な経費を補助すること
により教育内容の充実と都内看
護等の充足を図っています。

補助実績　34校 551,597千円
（取組１）
看護需要に対応した養成
の促進

○看護専門学校管理運営

都内の医療機関等に従事する看
護師を養成するため。看護専門
学校を７校（１学年定員600
人）設置しています。

○看護師等修学資金貸与

都内に所在する保健師、助産
師、看護師及び准看護師を養成
する学校又は養成所に在学し、
将来都内で看護師業務に従事し
ようとする学生に対し、修学資
金の貸与を行い、都内の看護職
員の確保及び質の向上を図って
います。

貸与者数
第一種貸与　851人
第二種貸与　644口

616,346千円
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

〇

〇

第２節
保健医療
を担う人
材の確保
と資質の
向上

（取組４）
訪問看護師の人材確保等
に向けた支援

看護職員＜課題４＞
訪問看護を担う人材

〇訪問看護ステーション事務職
員雇用支援事業

事務職員の配置のない訪問看護
ステーションが、看護職員の事
務負担軽減のために新たに事務
職員を雇用する場合、事務職員
の雇用に係る経費に対し、補助
を行います。

31事業所 48,450千円

〇新任訪問看護師就労応援事業

看護職を対象に、訪問看護への
理解促進を図るための講演会等
を実施するとともに、訪問看護
未経験の看護職を雇用し、育成
を行う訪問看護ステーションに
対し、その育成計画に対する相
談・助言、給与費等の一部補助
を実施する等、教育体制強化を
図るための支援を行います。

92人 52,525千円

〇訪問看護等事業開始等運営支
援事業

訪問看護ステーション運営の安
定化・効率化や経営基盤の強
化、看護小規模多機能型居宅介
護事業所の開設等を支援するた
め、経営コンサルタントによる
個別相談会を実施します。

50事業者 2,406千円

〇訪問看護ステーション代替職
員（研修及び産休等）確保支援
事業

①現に雇用する訪問看護師の資
質向上を図るため、事業所等が
策定する研修計画に基づき訪問
看護ステーションが当該訪問看
護師を研修等に参加させる場合
において、必要な代替職員の雇
用に係る経費に対し、補助を行
います（研修代替職員確保支
援）。
②訪問看護ステーションが、勤
務する訪問看護師のワークライ
フバランスが取れた働き方を可
能とする働きやすい職場の整備
を行い、現に雇用する訪問看護
師が産休・育休・介休を取得す
る場合において、必要な代替職
員の雇用に係る経費に対し、補
助を行います（産休等代替職員
確保支援）。

研修代替　1事業所
産休等代替　12人

15,000千円

〇管理者・指導者育成事業

訪問看護の人材育成も含めた人
的資源管理や経営的にも安定し
た事業所運営、看護小規模多機
能型居宅介護への参入等を行え
る管理者を育成するとともに、
管理者同士のネットワーク構築
の推進を図るため、管理者等に
対する研修を実施します。

管理者・指導者育成研修　2回　123人

看護小規模多機能型居宅介護実務研修
2回　26人

7,689千円

〇認定訪問看護師資格取得支援
事業

在宅療養生活等における専門的
な看護の実践と相談・指導がで
きる看護師の育成を支援し、労
働意欲の向上、定着の促進、訪
問看護師全体の質の向上を推進
するため、認定看護師（訪問看
護、皮膚・排泄ケア、認知症看
護、緩和ケア）の資格取得に係
る経費に対し、補助を行いま
す。

14事業所 5,634千円

〇訪問看護人材確保事業

都民や看護師等に訪問看護の業
務内容や重要性、その魅力をＰ
Ｒし、訪問看護への理解促進と
人材確保を図るため、講演会等
を実施します。

訪問看護フェスティバルの実施
1回　289人

5,610千円
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○

○

○

第３節
生涯を通
じた健康
づくりの
推進

１　生活
習慣の改
善（栄養・
食生活、
身体活
動・運動、
喫煙等）

＜課題２＞
区市町村等への取組支援

（取組２－３）
事業者への取組支援

職域健康促進サポート事業

都がこれまで実施してきた健康
づくり、がん対策、肝炎対策及
び感染症対策の知見の効果的な
普及啓発と事業者における取組
の促進を図るため、東京商工会
議所と連携し、事業者に対する
普及啓発及び取組支援を実施。

初級健康経営アドバイザーによる企業
の経営層等への普及啓発を13,654社
（目標10,000社）、上級健康経営アド
バイザーによる取組支援を117社（目
標300社）に実施。

50,013千円

＜課題２＞
区市町村等への取組支援

（取組２－２）
人材育成

東京都健康推進プラン２１（第
二次）の推進
(健康づくり事業推進指導者育
成事業)

都民の健康づくりを推進するた
め、区市町村や医療保険者等に
おける健康づくりの指導的役割
を担う人材の育成を図る。

健康づくりに携わる人材の育成に向
け、健康づくり事業推進指導者育成研
修を実施（年度内25回開催）。

12,722千円

＜課題２＞
区市町村等への取組支援

（取組２－１）
区市町村への取組支援

○－
○医療保健政策区市町村包括補
助事業

○区市町村調査の実施
区市町村及び都保健所におけ
る、健康づくりに関する取組状
況について把握する。
○医療保健政策区市町村包括補
助事業
区市町村の健康づくりに関する
取組に対して財政的支援を実
施。

○区市町村調査の実施
地域・職域連携推進に関する状況調査
及び健康増進計画に関する調査を実
施。
○医療保健政策区市町村包括補助事業
区市町村の健康づくりに関する取組に
対する財政的支援を実施。

―

＜課題１＞
生活習慣の改善に向けた
普及啓発及び環境整備

（取組１－７）
受動喫煙防止対策

東京都受動喫煙防止条例の制定

○30年6月に東京都受動喫煙防
止条例を制定した。（３１年１
月及び令和元年９月に一部施
行）
○条例制定とその目的、内容等
の周知のため、様々な媒体を活
用した普及啓発や事業者向け説
明会の開催、相談窓口の設置、
アドバイザー派遣、区市町村が
公衆喫煙所整備や相談対応、普
及啓発等を行った場合の補助等
を実施する。
○事業者向け講習会を開催す
る。

○各種ポスターやリーフレット作成、
条例制定や規制内容を知らせる動画作
成、周知イベント開催等の普及啓発を
展開
○事業者向けハンドブックや標識作成
○相談窓口を9月に設置：相談件数
は、電話1,497件、来所35件
○アドバイザー派遣事業を1月から実
施：派遣実績は、23件
○区市町村に対する公衆喫煙所整備費
補助：11自治体
○区市町村に対する相談対応・普及啓
発等補助：12自治体
○事業者向け講習会２日間３回開催
（延1,592人参加）

1,617,432千円

＜課題１＞
生活習慣の改善に向けた
普及啓発及び環境整備

（取組１－６）
未成年者の喫煙防止

喫煙の健康影響に関する普及啓
発

○都内小中高校生から喫煙や受
動喫煙に関する健康影響、未成
年者の喫煙防止等に関するポス
ターを募集し優秀作品を表彰す
ることで、意識の啓発を図る。
○喫煙開始年齢とされる大学生
に向け、大学と連携し喫煙の健
康影響に関する講座を開催、啓
発コピーを作成する。（平成30
年度で終了）

○計1,591作品の応募、小中高それぞ
れ最優秀作品１点、優秀作品５点を知
事表彰を実施
○法政大学にて講座開催：130名参
加、ワークショップで参加者が考えた
コピーを基に啓発グッズを作成し都内
の成人式等で配布

13,633千円

＜課題１＞
生活習慣の改善に向けた
普及啓発及び環境整備

（取組１－５）
喫煙・受動喫煙の健康影
響に関する普及啓発

喫煙・受動喫煙の健康影響に関
する普及啓発

○ホームページやリーフレット
等により、喫煙・受動喫煙の健
康影響に関する正しい知識を啓
発する。
○卒煙リーフレットの配布や、
禁煙外来を行う都内の医療機関
のホームページを掲載する。

ホームページに最新情報を掲載 ―

禁煙希望者に対する普及啓発
禁煙治療費助成を行う区市町村
に対する補助（包括補助）を実
施する。

包括補助による禁煙治療費助成自治体
への補助

―

健康づくりポータルサイト「とうきょ
う健康ステーション」に、適切な休
養・睡眠に関する情報を掲載。

1,487千円
（再掲）

＜課題１＞
生活習慣の改善に向けた
普及啓発及び環境整備

（取組１－４）
生活習慣病のリスクを高
める飲酒に関する普及啓
発

東京都健康推進プラン２１（第
二次）の推進
（健康づくりポータルサイトの
運営）
（再掲）

健康づくりポータルサイト「と
うきょう健康ステーション」に
より、都民等への健康づくりに
関する情報提供やプランの普及
啓発を行う。
（再掲）

健康づくりポータルサイト「とうきょ
う健康ステーション」に、生活習慣病
のリスクを高める飲酒に関する情報を
掲載。

1,487千円
（再掲）

○1,487千円

○15,163千円

＜課題１＞
生活習慣の改善に向けた
普及啓発及び環境整備

（取組１－２）
身体活動に関する普及啓
発等

○東京都健康推進プラン２１
（第二次）の推進
（健康づくりポータルサイトの
運営）
（再掲）
○ウェルネス・チャレンジ
（再掲）

○健康づくりポータルサイト
「とうきょう健康ステーショ
ン」により、都民等への健康づ
くりに関する情報提供やプラン
の普及啓発を行う。
（再掲）
○都民一人ひとりが望ましい生
活習慣を継続して実践し、生活
習慣病の発症・重症化予防を図
るため、区市町村や民間団体等
と連携し、都民自らが負担感の
ない生活習慣の改善を実践でき
るよう、普及啓発及び環境整備
を行う。
（再掲）

○健康づくりポータルサイト「とう
きょう健康ステーション」に、身体活
動に関する情報を掲載。
○あと10分歩こうキャンペーン
区市町村等が作成するウォーキング
マップを特設サイトに追加・更新（平
成30年度末時点29区市町村305コース
掲載）。また、日常生活における階段
利用等を促進。

○1,487千円
（再掲）

○15,163千円
（再掲）

＜課題１＞
生活習慣の改善に向けた
普及啓発及び環境整備

（取組１－１）
健康的な食生活に関する
普及啓発等

○東京都健康推進プラン２１
（第二次）の推進
（健康づくりポータルサイトの
運営）
○ウェルネス・チャレンジ

○健康づくりポータルサイト
「とうきょう健康ステーショ
ン」により、都民等への健康づ
くりに関する情報提供やプラン
の普及啓発を行う。
○都民一人ひとりが望ましい生
活習慣を継続して実践し、生活
習慣病の発症・重症化予防を図
るため、区市町村や民間団体等
と連携し、都民自らが負担感の
ない生活習慣の改善を実践でき
るよう、普及啓発及び環境整備
を行う。

○健康づくりポータルサイト「とう
きょう健康ステーション」に、健康的
な食生活に関する情報を掲載。
○地域における食生活改善普及事業
野菜メニュー店の増加と普及（平成30
年度末時点447店）。
○野菜を食べる！習慣づくり
調理師団体と連携し、「野菜たっぷり
かんたんレシピ」を作成、レシピ検索
サイトへの記事掲載。

＜課題１＞
生活習慣の改善に向けた
普及啓発及び環境整備

（取組１－３）
適切な休養・睡眠に関す
る普及啓発

東京都健康推進プラン２１（第
二次）の推進
（健康づくりポータルサイトの
運営）
（再掲）

健康づくりポータルサイト「と
うきょう健康ステーション」に
より、都民等への健康づくりに
関する情報提供やプランの普及
啓発を行う。
（再掲）
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○

○

160,000千円

産後ケア支援事業
産後に安心して子育てができる
支援体制の確保に向け、産後ケ
アを行う区市町村を支援する。

4区が実施 50,000千円

（取組１－２）
子供の健康の保持・増進
のための支援

○ 電話相談「子供の健
康相談室」（小児救急相
談・＃８０００）や、自
動応答音声サービス「Ｔ
ＯＫＹＯ子育て情報サー
ビス」などにより、休日
夜間においても、子供の
受診の必要性の判断や日
常からの子供の状態の観
察方法、子供の健康や子
育て支援に関する情報提
供を行い、小児救急の前
段階での安心の確保や育
児不安の軽減を図りま
す。

電話相談「子供の健康相談室」
（小児救急相談）

保健所や保健センターが閉庁す
る時間帯に、子供の健康・救急
に関する電話相談を行う。
相談には、看護師、保健師等の
専門職が応じ、必要に応じて電
話転送により小児科医師が対応
する。

・「子供の健康相談室」（小児救急相
談）
平成30年度　100,600件
　（うち小児救急相談分　98,541件）

・普及啓発を図るため、随時ポスター
や普及用カードのを随時配布するとと
もに、クリアファイルや絆創膏等を作
成し、各種イベントにおいて配布
　キッズホスピタルランド（東京都医
師会主催）
　東京消防庁出初式

73,953千円

TOKYO子育て情報サービス

妊娠や子育て、子供の事故防止
や応急手当等に関する情報をイ
ンターネットや電話（自動音
声）により２４時間３６５日提
供することにより、子育て家庭
の不安の軽減を図る。

音声　1054件
web    8809件

3,049千円

4,409千円

○平成27 年度から実施
している出産・子育て応
援事業（ゆりかご・とう
きょう事業）により、全
ての妊婦を対象に専門職
が面接を行い、心身の状
態や家庭の状況を把握
し、ニーズに応じた支援
を妊娠期から子育て期に
わたって切れ目なく行う
区市町村の取組を支援し
ます。

出産・子育て応援事業
（ゆりかご・とうきょう事業）

全ての妊婦を対象に専門職が面
接を行い、心身の状態や家庭の
状況を把握し、ニーズに応じた
支援を妊娠期から子育て期にわ
たり切れ目なく行う区市町村の
取組を支援する。

43区市町村（17区20市3町3村）が実施 1,150,000千円

30,873千円

不妊検査等助成

　子供を望む夫婦が早期に検査
を受け、必要に応じて適切な治
療を開始するために、不妊検査
及び薬物療法や人工授精等の一
般不妊治療にかかる費用の一部
を助成します。
　検査開始日における妻の年齢
が40歳未満であるなどの要件を
満たした場合、５万円を上限と
して、夫婦１組につき１回限り
助成します。

○平成29年度より事業開始（10月より
申請受付開始）
○平成30年度からは対象要件に事実婚
の夫婦に拡大
○平成31年度からは4月1日以降に開始
した検査について、検査開始日におけ
る妻の年齢を35歳未満から40歳未満に
緩和

平成30年度の承認件数　5,190件

236,357千円
（年間承認件数　4,221

件）

不妊治療費助成

　医療保険が適用されず、高額
の治療費がかかる特定不妊治療
（体外受精・顕微授精）に要す
る費用の一部を助成することに
より、不妊治療の経済的負担の
軽減を図ることを目的としてい
ます。
　初回申請に係る治療開始日時
点の妻の年齢による助成上限回
数は、40歳未満は通算6回ま
で、40歳以上は通算3回まで、
43歳以上で開始した治療は助成
対象外となります。
　所得制限があり夫婦合算で
905万円未満です。
　取り違え事故の未然防止策の
徹底など、安全性の向上
を図るため、指定医療機関に対
し、概ね3年ごとに現地調査を
含む再審査を実施しています。

○平成16年度から事業開始
○平成26年度から治療費の実情を踏ま
え治療方法ごとに助成額を変更
○平成28年度から治療開始日時点の妻
の年齢による助成回数の制限を導入
○平成30年度から助成対象に事実婚を
加える
○平成31年度から所得制限を夫婦合算
905万円未満に緩和

平成30度の承認件数（延）16,651件

3,893,265千円
（年間承認件数　19,238

件）

２　母子
保健・子
供家庭福
祉

＜課題１＞
妊娠期から出産、子育て
期に至るまでの切れ目な
い支援

（取組１－１）
妊娠・出産に関する支援

○若い世代が妊娠・出産
に関し正確な知識を持
ち、将来のライフプラン
を描けるよう普及啓発を
推進するとともに、女性
の心身の健康に関する相
談に対応する「女性のた
めの健康ホットライン」
や不妊・不育症に関する
相談に対応する「不妊・
不育ホットライン」など
の相談事業を行います。
また、不妊検査・不妊治
療に係る費用の助成等の
支援を行います。

生涯を通じた女性の健康支援事業

電話相談事業（「女性のための
健康ホットライン」「妊娠相談
ほっとライン」「不妊・不育
ホットライン」）により女性の
様々な悩みに対応するととも
に、若い世代が妊娠適齢期や不
妊等について、正確な知識を持
つことができるよう、普及啓発
を行う。

女性のための健康ホットライン
1,127件
不妊・不育ホットライン　393件
妊娠相談ほっとライン　電話　2,661
件、メール　425件
妊娠適齢期等に関する普及啓発webサ
イト及びリーフレットを制作

○妊婦に対して早期の医
療機関受診と妊娠の届出
及び定期的な妊婦健康診
査の受診を促すための普
及啓発を行うとともに、
悩みを抱える妊婦等に対
する「妊娠相談ほっとラ
イン」（平成26 年度開
始）を実施し、適切な支
援につなげます。

妊婦健康診査受診促進事業

広域的な普及啓発により、妊婦
に対して早期の医療機関受診と
妊娠の届出及び妊婦健康診査の
定期的な受診を促す。

妊婦健康診査受診促進の電車広告掲
載：平成３１年１月１日から平成３１
年１月３１日まで実施

○出産後間もない時期の
産婦に対する健康診査へ
の支援や、より多くの区
市町村が産後ケア事業に
取り組むための支援を行
います。

産婦健康診査支援事業

産後うつの予防や新生児の虐待
予防等を図る観点から、出産後
間もない時期の産婦に対する健
康診査を実施する区市町村の取
組を支援する。

実施自治体なし
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○

○

○

○ 虐待対応等につい
て、医療機関や保健機関
との連携を強化するた
め、児童相談所に医療連
携専門員（保健師）を配
置し、保健や医療面に関
する相談や指導を行いま
す。

医療連携専門員の設置

保健、医療面に関する相談、指
導の充実や、関係機関との連携
強化のために、保健師免許を有
する者を医療連携専門員として
児童相談センター及び児童相談
所に配置。

児童相談センター及び児童相談所にお
いて医療連携専門員を配置し、保健指
導、保健相談業務を担うとともに、医
療・保健機関との連携強化に努めた。

32,313千円

子供家庭支援区市町村包
括補助事業にて実施

○病院内に虐待対策委員
会の設置を促進するとと
もに、医療機関従事者向
けの研修を実施します。

医療機関における虐待対応力強
化事業

児童虐待の早期発見・予防のた
め、虐待や要支援家庭の発見の
機会を有する医療機関等に対
し、虐待発見の視点や支援の方
法、関係機関との連携等に向け
た判断力・対応力強化を支援。

・東京都内医療機関職員及び児童相談
所職員等を対象とした児童虐待対応研
修を７回実施。
・院内虐待対策員会（CAPS)の設置を
予定または検討している医療機関等を
対象とした児童相談所による訪問研修
を３回実施。
・CAPSをすでに設置している病院の連
絡会であるCAPS設置病院連絡会を１回
実施。
・これらの実施によって、CAPSの立ち
上げや運営支援、医療機関職員の虐待
対応力の強化を図った。

2,145千円

11,348千円

＜課題２＞
児童虐待の未然防止と早

期発見・早期対応

（取組２）
支援を必要とする子育て
家庭に対する支援の充実

○要保護児童対策地域協
議会において、保健・医
療分野の関係機関が持つ
専門的知見などを活用
し、要保護児童の早期発
見や適切な保護に努めて
いきます。

東京都要保護児童対策地域協議会の設置・運営

要保護児童の早期発見及び適切
な保護を図るため、関係機構の
円滑な連携・協力を確保するこ
とを目的として、東京都要保護
児童対策地域協議会を設置・運
営。

・平成３０年１１月３０日に保健・医
療分野の関係機関が構成員の一部であ
る東京都要保護児童対策地域協議会代
表者会議を実施し、児童虐待の防止に
関する条例の策定等について意見交換
を行った。
・また、都の施策や構成機関の取組等
について意見交換・情報共有を重ね
た。

630千円

○区市町村が、母子健康
手帳の交付時や乳幼児健
診時などの母子保健事業
の実施機会を活用し、ス
クリーニング等により要
支援家庭の早期発見や虐
待の未然防止、早期の対
応を確実に行えるよう、
包括補助事業により区市
町村の母子保健分野の取
組を支援します。

要支援家庭の早期発見・支援事業

母子健康手帳交付時や新生児訪
問時の機会等を活用して、支援
が必要な家庭の早期発見を図
り、保健所・保健センターの個
別指導、子供家庭支援センター
で実施する在宅サービスなど、
適切な支援につなげる区市町村
の取組を促進する。

2,241,578千円
（年間認定実人員：

7,600人）

小児慢性特定疾病児童等自立支
援事業

　慢性的な疾病にかかっている
ことにより、長期にわたり療養
を必要とする児童等の健全育成
及び自立促進を図るため、児童
及びその家族からの相談に応
じ、必要な情報の提供及び助言
を行うとともに、関係機関との
連絡調整等を行います。

必須事業
●電話相談（４８０件）
●ピアサポート（３病院内で実施、３
０５件）
●自立支援員による支援
●事業普及啓発
任意事業
●小児慢性特定疾病児童支援事業（１
５９件）
●相互交流支援事業（５回）

12,552千円

（取組１－３）
区市町村や関係機関に対
する支援

○母子保健事業の手引
「東京の母子保健」（平
成29 年度改訂）や母子
保健情報一覧の作成、都
内母子保健従事者への研
修や母子保健事業担当者
連絡会の実施等により、
区市町村の各種健康診査
等の確実な実施や、母子
保健水準の更なる向上に
向けた広域的・専門的・
技術的な支援を行いま
す。

母子保健支援事業

○母子保健運営協議会の開催、
母子保健事業の手引「東京の母
子保健」や母子保健情報一覧の
作成、都内母子保健従事者への
研修や母子保健事業担当者連絡
会の実施等により、区市町村の
母子保健水準の更なる向上に向
けた広域的・専門的・技術的な
支援を行う。

・母子保健運営協議会：年1回開催
・母子保健研修：年10回開催（5、6、
7、8、9、10、11、12、1、2月に実
施）、参加者合計1,697名
・母子保健情報一覧（平成29年度実施
状況）の作成（31年1月発行）
・母子保健担当者連絡会：区、市町
村・都保健所連絡会を各1回開催。

3,333千円

２　母子
保健・子
供家庭福
祉

＜課題１＞
妊娠期から出産、子育て
期に至るまでの切れ目な
い支援

○小児慢性特定疾病児童
等に係る医療費の助成を
行うとともに、当該児童
等の健全育成及び自立促
進を図っていきます。

小児慢性特定疾病医療費助成

　子供の病気の中で、治療に長
い時間を要し、医療費も高額と
なる特定の疾患疾病（小児慢性
疾患特定疾病）に対し、その医
療費の保険診療の患者自己負担
分の一部を公費で助成します。
　対象者は、申請者（又は患
児）が都内に住所を有し、小児
慢性特定疾病対象疾病の認定基
準に該当する18歳未満の児童に
なります。ただし、18歳に達し
た時点で助成を受けていて、引
き続き医療を受ける場合は20歳
未満まで延長できます。

年間認定実人員：7,469人

○平成20 年度より実施
している子供の心診療支
援拠点病院事業におい
て、医療機関や保育、学
校、児童福祉施設などの
地域の関係機関が、子供
の心の診察や日常生活の
中で、疾患や障害特性に
応じた適切な対応が行え
るよう、専門医療機関の
ノウハウを活用し、各種
研修等を実施します。

子供の心診療支援拠点病院事業

子供の心をとりまくさまざまな
問題について、専門的なケアに
つなげる体制を整備するため、
拠点病院を設置し、各医療機関
や保健福祉関係機関等と連携し
た支援体制の構築を図る。

○地域との連携強化
・子どもの心診療機関マップ作成
・ASD勉強会、ASD支援会議、TTAP講習
会開催　延480名参加
○医師・医療関係者との連携強化
・講演開催　延248名参加
○関係機関向けセミナー開催　延329
名参加
○研修講座の開催　延2,316名参加
○都民向けシンポジウム開催　延278
名参加

・子供家庭支援区市町村包括補助事業
「要支援家庭の早期発見・支援事業」
実績　28カ所の自治体が実施（平成30
年度）
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○

（取組２－３）
本人や家族への普及啓発
等

都民向けシンポジウム

　ひきこもりについて悩んでい
るご家族向けに、ひきこもりに
ついての理解を深めるための講
演会を開催します。同時に、都
内で支援を行っている民間支援
団体及び公的機関による合同相
談会を実施しています。
（令和元年度からは、青少年期
の対策ではなく福祉施策の一環
として、全世代を対象に実施し
ています。）

シンポジウムの開催
１回、参加者 390人

シンポジウムの開催１回
1,581千円

＜課題２＞
青少年の状況に応じた支
援

３　青少
年期の対
策

＜課題１＞
児童・生徒の健康と安全
の確保と自立した人間の
育成

（取組２－２）
地域における支援体制の
強化

子供・若者自立等支援体制整備
事業

　地域のニーズに応じて、区市
町村において若者の育成支援施
策を円滑に実施できるよう、相
談窓口設置費用の補助を行うな
ど、地域における若者の自立等
支援体制の整備を促進していま
す。

活用自治体
８自治体

13,712千円

（取組２－３）
本人や家族への普及啓発
等

地域支援者向け講習会

　社会的自立に困難を抱える若
者やその家族を支援につなげる
ため、民生・児童委員等の地域
支援者向けに、講習会を開催し
ています。

講習会の実施
２回、参加者88人

2,921千円

83,103千円

（取組２－１）
相談窓口による対応

東京都ひきこもりサポートネッ
ト

　ひきこもりで悩んでいるご本
人、ご家族等から、メール、電
話、訪問による相談に応じ、ひ
きこもりから脱する方法や支援
機関の紹介などを行っていま
す。
（令和元年度からは、青少年期
の対策ではなく福祉施策の一環
として、全世代を対象に実施し
ています。）

○電話相談：新規登録者数 644人
　（延べ相談件数 1,895件）
○メール相談：新規登録者数 263人
　（延べ相談件数 687件）
○訪問相談：新規申込件数 36件

電話、メール、訪問によ
る相談に対応
59,563千円（相談業務以
外の研修事業等を含む予
算額）

（取組１－３）
健康課題に対する取組

都立学校における専門医派遣事業

多様化する心の健康問題によっ
て学校生活に影響を及ぼしてい
る児童・生徒について、教職員
が的確に対応できるよう教職員
の対応力向上のため精神科医を
派遣する。また、児童・生徒の
性や性感染症について教職員を
対象に相談や研修会を行うた
め、産婦人科医を派遣し、各学
校の実態に則した健康教育支援
を行う。

都立学校へ精神科・産婦人科の専門医
を派遣し、教職員への研修、啓発及び
個別の事例についての相談等、また、
生徒・保護者への講演等による普及啓
発を行った。

精神科医　   　　181　回
産婦人科医　    　59　回

精神科医　　190 回
産婦人科医　 60 回
（7,249　千円）

（取組２－１）
相談窓口による対応

東京都若者総合相談センター
（若ナビα）

　人間関係や仕事、孤独などの
悩みを抱える若者や、非行歴を
有するなどにより、社会的自立
に困難を抱える若者からの相談
を受け、就労・就学等の適切な
支援につなぎ、若者の社会的自
立を後押ししています。
若者本人やその保護者等を対象
に、電話、メール及び来所によ
る相談に応じています。

○相談件数：合計8,067件
　（内訳：電話相談7,349件、メール
　　　相談579件、来所相談139件）

平成18年度に「都立学校における学校
健康危機管理マニュアル」を作成し29
年度に改訂した。

ー

（取組１－２）
健康づくり推進のための
連携と支援

地域・家庭・関係機関等の連携

平常時から学校が地域保健関係
機関等と組織的な連携を図り、
地域における健康危機が発生し
た場合に迅速・的確に対応する
ため、地域保健連絡会の設置を
支援する。

地域保健連絡会設置地区の活動の充実
のため相談を受け、指導・助言を行
い、充実を図った。
相談、指導助言等　７回

ー

（取組１－１）
新型インフルエンザ等新
たな感染症発生への対応

学校健康危機管理体制の強化

学校における日常的な衛生管理
や環境衛生の徹底、感染症など
の危機管理が発生した場合の的
確な対応方法について、わかり
やすい「マニュアル」を整備す
る。
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

５　慢性
閉塞性肺
疾患
（COPD）
の予防

○

○

○

○
（取組２）
社会全体による取組の推
進

自殺総合対策東京会議

　都内における自殺の予防、自
殺念慮・未遂者への危機介入、
自死遺族への支援に関する社会
的な取組を着実に推進するた
め、関係機関が参加する自殺総
合対策東京会議を設置し、必要
な検討を行う。
　東京都地域自殺対策推進セン
ターを運営し、区市町村への支
援体制を強化する。

・「東京都自殺総合対策計画～こころ
といのちのサポートプラン～」
６月策定
・自殺総合対策東京会議　年２回
・計画策定部会　年１回
・重点施策部会　年１回

・地域自殺対策推進センターの運営

5,274千円

地域における働き盛り世代を中心とし
たこころの健康づくりを支援する事業
を実施する区市町村に対する財政的支
援を実施。

―
（包括）

７　自殺
対策の取
組

＜課題１＞
若年層の割合が高い

（取組１）
自殺防止に向けた支援体
制の強化

SNS自殺相談
職域向け自殺防止対策事業

　若年層に対する自殺防止対策
を強化するため、SNSを活用し
た自殺相談を実施する。
　職域向け講演会等を通じて、
自殺に追い込まれない職場環境
作りに寄与していく。

・SNS自殺相談実施期間
9/10～3/31
17時～22時（受付21時30分まで）
・9月と3月は15時から開始。

・東京都職域向け講演会「（経営者の
方・人事担当の方のための）働く人の
こころといのちのサポート」　年２回

SNS自殺相談
80,000千円

職域向け自殺防止対策事
業

7,355千円

＜課題２＞
社会全体の自殺リスクの
低下

1,487千円
（再掲）

＜課題１＞
上手なストレス対処法や
こころの不調の早期発見

（取組１－２）
こころの健康づくりに係
る人材育成

健康づくり事業推進指導者育成
事業
(東京都健康推進プラン２１
（第二次）の推進)
（再掲）

都民の健康づくりを推進するた
め、区市町村や医療保険者等に
おける健康づくりの指導的役割
を担う人材の育成を図る。
（再掲）

健康づくりに携わる人材の育成に向
け、健康づくり事業推進指導者育成研
修を実施（年度内25回開催のうち一つ
のテーマ）。
（再掲）

12,722千円
（再掲）

６　こころ
の健康づ
くり

＜課題１＞
上手なストレス対処法や
こころの不調の早期発見

（取組１－１）
ストレスへの対処法やこ
ころの不調の早期発見に
関する普及啓発の推進

東京都健康推進プラン２１（第
二次）の推進
（健康づくりポータルサイトの
運営）
（再掲）

健康づくりポータルサイト「と
うきょう健康ステーション」に
より、都民等への健康づくりに
関する情報提供やプランの普及
啓発を行う。
（再掲）

健康づくりポータルサイト「とうきょ
う健康ステーション」に、こころの健
康に関する情報を掲載。

＜課題１＞
上手なストレス対処法や
こころの不調の早期発見

（取組１－３）
区市町村の取組への支援

医療保健政策区市町村包括補助
事業
（再掲）

医療保健政策区市町村包括補助
事業
地域における働き盛り世代を中
心としたこころの健康づくりを
支援する事業を実施する区市町
村に対する財政的支援。

＜課題１＞
正しい知識の普及啓発

（取組１）
ＣＯＰＤに関する正しい
知識の普及

ＣＯＰＤに関する正しい知識の
普及

○ＣＯＰＤの予防、早期発見・
早期治療の促進に向けて、疾病
の原因や症状、発症予防や、治
療による重症化予防が可能であ
ること等、正しい知識の普及啓
発を行う。また、リーフレット
や動画等を活用し、職域と連携
した普及啓発を行う。

○ＣＯＰＤ啓発リーフレット作成
○肺年齢測定体験会を都主催イベント
４回及び区市町村主催イベント３回の
計７回実施

4,482千円

○健康づくりポータルサイト「とう
きょう健康ステーション」に、望まし
い生活習慣の実践に関する普及啓発に
関する情報を掲載。
（再掲）
○地域における食生活改善普及事業
野菜メニュー店の増加と普及（平成30
年度末時点447店）。
（再掲）
○野菜を食べる！習慣づくり
調理師団体と連携し、「野菜たっぷり
かんたんレシピ」を作成、レシピ検索
サイトへの記事掲載。
（再掲）
○あと10分歩こうキャンペーン
区市町村等が作成するウォーキング
マップを特設サイトに追加・更新（平
成30年度末時点29区市町村305コース
掲載）。また、日常生活における階段
利用等を促進。
（再掲）

○1,487千円
（再掲）

○15,163千円
（再掲）

＜課題２＞
住民が主体的に取り組む
介護予防活動

（取組２）
住民主体の通いの場づく
りの推進

東京都介護予防推進支援セン
ター設置事業

東京都介護予防推進支援セン
ターを設置し、区市町村職員等
の人材の育成や地域の自主グ
ループ活動への専門職の派遣、
区市町村からの相談に対する助
言等を行います。

・人材育成
 (総合事業従事者向け介護予防研修)
 総論編119人 実践編68人
・派遣調整 11区市40件
・相談支援 41区市町215件

62区市町村対象（派遣調
整）

134,874千円

４　フレイ
ル・ロコモ
ティブシ
ンドロー
ムの予防

＜課題１＞
運動機能や認知機能など
の機能維持

（取組１）
望ましい生活習慣の実践
に関する普及啓発の推進

東京都健康推進プラン２１（第
二次）の推進
（健康づくりポータルサイトの
運営）
（再掲）
○ウェルネス・チャレンジ
（再掲）

○健康づくりポータルサイト
「とうきょう健康ステーショ
ン」により、都民等への健康づ
くりに関する情報提供やプラン
の普及啓発を行う。
（再掲）
○都民一人ひとりが望ましい生
活習慣を継続して実践し、生活
習慣病の発症・重症化予防を図
るため、区市町村や民間団体等
と連携し、都民自らが負担感の
ない生活習慣の改善を実践でき
るよう、普及啓発及び環境整備
を行う。
（再掲）
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○

○

○

２　原爆
被爆者援
護対策

○

9,043千円

＜課題１＞
高齢化が進む被爆者及び
被爆者の子への支援

（取組１）
被爆者及び被爆者の子の
健康保持や生活不安解消
に向けた支援

原子爆弾被爆者援護対策

○被爆者及び被爆者の子の健康
の保持と福祉の向上のため、被
爆者及び被爆者の子に対する健
康診断、被爆者に対する医療の
給付、各種手当などの支給及び
健康指導や被爆者の子に対する
医療費の助成を実施していま
す。

○平成３０年度末の被爆者健康手帳所
持者数
4,921人
○平成３０年度末の健康診断受診者票
所持者数
8,130人

○被爆者健康手帳所持者
見込数（被爆者）
5,025人
○健康診断受診者票所持
者見込数（被爆者の子）
8,251人

①23,442,297千円

②25,846千円

＜課題２＞
地域における難病患者へ
の支援体制の充実

（取組２）
患者ニーズと地域の実情
に応じた支援体制の構築

① 難病対策地域協議会
② 難病相談・支援センター事
業

①難病患者が安定した療養生活
を送ることができるよう、保健
所を中心に、地域の関係機関に
よる難病対策地域協議会を設置
し、地域における課題の把握や
情報収集を行い支援体制を協
議・検討しています。

②地域で生活する難病患者の日
常生活における相談・支援、地
域交流活動の促進などを行って
います。

①6回開催
②難病療養相談等　8,461件

① 5,294千円
② 41,837千円

第６節
難病患者
等支援及
び血液・
臓器移植
対策

１　難病
患者支援
対策

＜課題１＞
難病の医療提供体制の充
実

（取組１）
早期診断から在宅療養生
活までの切れ目のない医
療提供体制の構築

①難病医療費等助成

②難病医療ネットワーク

①難病等は、その性格上、長期
の療養を要し、多額の医療費を
必要とするため、患者・家族の
経済的な負担の軽減を図ってい
ます。
　なお、平成２６年に成立した
難病の患者に対する医療等に関
する法律に基づき、平成２７年
１月１日から同法に基づく新た
な難病医療費助成制度を実施す
るとともに、国制度に準じた都
独自の難病医療費助成制度を実
施しています。

②難病診療連携拠点病院及び難
病医療協力病院を中心に、全て
の難病患者に対して、発症から
診断、治療、入院、退院、療養
生活まで適切に医療が提供され
る体制を構築します。

①30年度末認定患者数
　122,216名

②難病診療連携拠点病院（11か所）
　難病医療協力病院（41か所）
　東京都難病医療連絡協議会（2回）
　医療従事者向け研修（5回）

＜課題３＞難病患者及び
その家族の支援に関わる
人材の育成

（取組３）人材育成支援
の充実

難病専門研修

地域において難病患者及び家族
の医療・生活等の相談、治療に
当たる保健・医療・福祉関係者
に対して、難病に関する最新の
知識・技術を提供し、難病対策
の円滑な推進を図っています。

①難病セミナー
　・実務者基礎コース　132名
　・保健師コース　26名
　・講演会　46名
②在宅難病患者訪問看護師養成研修
　・座学研修Ⅰ　350名
　・座学研修Ⅱ　266名
　・臨床研修　56名
③難病患者等ホームヘルパー養成研修
　実施回数　12回　受講者数　114名
④難病指定医研修
　実施回数　3回　受講者数　延499名
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○

○

○

○

○

○臓器移植推進月間（10月）を中心に
「臓器提供意思表示カード」の配布等
を行い、臓器移植に関する情報を広く
都民に周知し、移植医療の推進を図っ
た。

○コーディネーター２名を継続設置

○骨髄バンク推進月間（10月）を中心
にパンフレットの配布等を行い、骨髄
移植に関する情報を広く都民に周知す
るとともに、都内４保健所での骨髄ド
ナー登録受付を実施し、登録者の確保
を図った。

19,013千円
○普及啓発実施
臓器移植推進月間　1０
月
○都臓器移植コーディ
ネーター設置　２名

○普及啓発実施
骨髄バンク推進月間　１
０月
○骨髄ドナー登録受付
　５カ所

27,637千円
○献血キャンペーン実施
　・夏季　７月
　・冬季　１～２月
　・春季　３月

＜課題２＞
血液の安全かつ有効な活
用

（取組２）
血液製剤の適正使用の推
進

血液対策

○医療機関における血液製剤の
適正使用のより一層の推進を図
るため、血液製剤を使用する医
師等の医療関係者に対して講演
会等を開催します。

○輸血療法研究会（342人参加）の実
施や血液製剤適正使用アドバイス事業
を実施（12医療機関）により、医療機
関の適正使用の推進、安全対策の充実
を図った。

○輸血療法委員会の設置状況（H29
末）
　190医療機関（100床以上）中、184
医療機関に設置（設置率96.8%）

2,033千円
○適正使用アドバイス実
施
　１０回

４　血液
の確保・
血液製剤
の適正使
用対策・
臓器移植
対策

＜課題１＞
血液の安定的確保

（取組１）
血液確保に係る普及啓発

血液対策
○１０代、２０代の若年層を中
心とした献血の普及啓発等を行
います。

○夏季、冬季及び春季に広報等を実施
し、普及啓発及び血液の確保を図っ
た。

＜課題３＞
臓器移植を待つ移植希望
登録者

（取組３）
臓器移植等の推進

臓器移植対策
骨髄移植対策

○都民に臓器提供意思表示カー
ド付リーフレットを配布し、普
及・啓発を行うとともに、臓器
提供医療機関などに連絡調整を
行う東京都臓器移植コーディ
ネーターを設置します。

○骨髄バンク推進月間を中心
に、骨髄移植に関する情報を広
く周知し、骨髄ドナー登録の拡
大・協力を呼びかけるととも
に、多摩地域の都保健所におい
てドナー登録受付を実施しま
す。

52,932千円

○拠点病院等連絡協議会
の実施（年１回）
○肝疾患相談センターに
おいて、患者や家族等に
対する相談支援を実施
（２箇所）
○Ｃ型肝炎地域連携パス
の運用（目標登録数：
730人）
○肝炎健康管理手帳の作
成
○職域向け研修会の実施
（年２回）、職域コー
ディネーターの養成(130
人）

東京都ウイルス性肝炎重症化予
防推進事業

肝炎ウイルス検査で陽性となっ
た者等に精密検査費用を助成す
ることにより、早期の治療につ
なげ、重症化を予防します。

＜課題５＞
治療に当たっての患者支
援

（取組５）
患者等に対する支援や情
報提供の充実

肝疾患診療連携拠点病院事業

肝炎患者等支援、情報提供等の
拠点となり、肝炎診療ネット
ワークを推進する役割を担う医
療機関を。肝疾患診療連携拠点
病院として指定し（都内2病
院）、肝炎患者等支援の充実及
び肝炎治療の医療水準の広報を
図るため、拠点病院に事業委託
しています。

肝疾患相談センターにおいて、患者や
家族等に対する相談支援を実施（２箇
所）

24,732千円
(肝炎診療ネットワーク
整備事業に含む）

肝疾患相談センターにお
いて、患者や家族等に対
する相談支援を実施（２
箇所）

検査費用助成
○初回精密検査115人
○定期検査67人

2,987千円
(肝炎診療ネットワーク
整備事業に含む）

○初回精密検査1,332人
○定期検査24人

Ｂ型・Ｃ型ウイルス性治療医療
費助成

Ｂ型・Ｃ型肝炎のインターフェ
ロン治療・Ｂ型ウイルス肝炎の
核酸アナログ製剤治療及びＣ型
ウイルス肝炎のインターフェロ
ンフリー治療を行う者を対象と
して、医療費の一部を助成し、
患者の経済的負担の軽減により
早期治療の促進を図ります。

医療費助成の新規認定数
○インターフェロン　43人
○インターフェロンフリー　2,260人
○核酸アナログ製剤　6,600人（更新
含む）

1,355,502千円

○インターフェロン84人
○インターフェロンフ
リー4,456人
○核酸アナログ製剤
5,846人

―

＜課題２＞
普及啓発の推進

（取組２）
正しい知識の普及啓発及
び受検・受診勧奨

肝炎ウイルス検査受検勧奨等事
業

肝がんへ進行する可能性のある
ウイルス性肝炎について、感染
者を早期に発見し、適切な治療
につなげるため、東京都肝炎対
策指針に基づき、肝炎ウイルス
検査の普及啓発を実施する。

○医療保健政策区市町村包括補助事業
を活用し、区市町村の住民に対する知
識の普及啓発や未受検者への受検勧奨
の取組を支援
○世界（日本）肝炎デー及び肝臓週間
における普及啓発、肝炎ウイルス検査
受検勧奨等に関する印刷物等の作成・
配布

-
(医療保健政策区市町村
包括補助事業内のメ

ニュー)

３　ウイル
ス肝炎対
策

＜課題１＞
Ｂ型肝炎の予防

（取組１）
Ｂ型肝炎ワクチン定期接
種に対する支援

― ―

○ 都は、国に対し、定期予防接種を
継続的かつ安定的に実施できるよう
に、国の責任において必要な財源を確
保すること等を提案要求している。
○ 都民に対し、ホームページを通じ
て区市町村の予防接種担当部署を案内
している。

＜課題３＞
感染の早期把握に向けた
環境の整備

（取組３）
肝炎ウイルス検査の実施
体制の整備

肝炎ウイルス検診（都実施分）

職場等で肝炎ウイルス検診の受
検機会のない者に対して機会を
提供することにより、肝炎ウイ
ルスによる感染を早期に発見
し、適時適切に治療へつなげる
ことで、肝硬変、肝がんへの移
行を予防する。

都保健所における肝炎ウイルス検診
受診者数136人

2,390千円

＜課題４＞
医療体制の充実

（取組４）
肝炎診療ネットワークの
充実及び早期受診・治療
の推進

肝炎診療ネットワーク整備事業

地域における医療連携を更に充
実させ、医療水準の向上及び肝
疾患診療の均てん化を図るとと
もに、適正な医療情報の提供に
より、肝炎患者等が適切な診断
と治療を受けることができる体
制を整備します。

肝炎診療ネットワークの充実
○拠点病院等連絡協議会の実施（年１
回）
○肝疾患相談センターにおいて、患者
や家族等に対する相談支援を実施（２
箇所）
○Ｃ型肝炎地域連携パスの運用（累計
登録数：885人）
○肝炎健康管理手帳の作成
○職域向け研修会の実施（年２回）、
職域コーディネーターの養成（110
人）

18



様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第１章　健康づくりと保健医療体制の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○

第７節
医療安全
の確保等

事業実施自治体　４自治
体

＜課題５＞
死因究明体制の確保

（取組５）
検案医の確保と専門性の
向上

監察医務院等検案・解剖業務

「監察医を置くべき地域を定め
る政令」に基づき、特別区にお
いては東京都監察医務院が検
案・解剖業務を行っている。政
令の適用外である多摩・島しょ
地域では、昭和53年から監察医
制度に準ずる制度として「多
摩・島しょ地域監察医務業務」
が開始され、東京都医師会及び
大学等の協力を得て登録検案医
が検案を行い、東京慈恵会医科
大学及び杏林大学が解剖業務を
行っています。

検案医確保困難地域の大学巡回　２市

検案業務サポート研修　４回
法医学セミナー　１回

東京都死因究明推進協議会　２回

多摩地域の登録検案医確
保及び検案業務サポート
事業　 6,809千円
・検案業務サポート研修
4回
・法医学セミナー 1回

東京都死因究明推進協議
会　2回

・定例立入検査　223件
・臨時立入検査　－

＜課題４＞
医療廃棄物の適正処理

（取組４）
医療廃棄物の適正処理の
更なる推進

―

医療関係者を対象に、東京都医
師会等関係機関と連携し、医療
廃棄物の適正処理推進に向けた
研修会等を通じた普及啓発を
行っています。

・医療廃棄物適正処理研修会　１回
・東京都病院協会主催の講演会にて法
制度や留意点を周知
・パンフレット「感染性廃棄物を適正
に処理するために」の作成（平成30年
11月改訂）

医療廃棄物適正処理研修
会　１回

地域環境力活性化事業（補助事
業）
在宅医療廃棄物の適正処理の推
進事業

薬剤師会、医療機関等在宅医療
と関わりの深い団体等と連携
し、在宅医療廃棄物対策に地域
ぐるみで取り組む区市町村の支
援を図ることにより、在宅医療
廃棄物の適正処理を推進する。

事業実施自治体　４自治体

（取組２）
医療安全支援センターの
設置を推進

医療安全支援センター

都民の医療に関する苦情・相談
に対応し、都内の医療機関に対
する助言、情報提供及び研修、
患者・都民に対する助言及び情
報提供並びに地域における意識
啓発を図ることで、医療安全を
推進しています。

・医療安全支援センター連絡会　４回
・医療安全支援センター職員向け研修
会　３回
・医療保健政策区市町村包括補助事業
の対象事業に定めました。

・医療安全支援センター
連絡会　４回
・医療安全支援センター
職員向け研修会　３回
・医療保健政策区市町村
包括補助事業の対象事業
に定めます。

＜課題３＞
医療施設の監視指導

（取組３）
立入検査の実施 医療法等施行事務

病院が医療法に規定する人員、
構造設備等の基準を維持し、適
正な管理を行っているかどう
か、立ち入り検査を実施するな
ど指導監督を行っています。

・定例立入検査　222件
・臨時立入検査　15件

＜課題１＞
医療安全対策の推進

（取組１）
医療安全支援センターを
活用した支援

医療安全支援センター

都民の医療に関する苦情・相談
に対応し、都内の医療機関に対
する助言、情報提供及び研修、
患者・都民に対する助言及び情
報提供並びに地域における意識
啓発を図ることで、医療安全を
推進しています。

・医療安全推進協議会　２回
・医療安全支援センター連絡会　４回
・医療安全支援センター職員向け研修
会　３回
・医療安全推進講習会　１回
・病院管理講習会　１回
・患者相談窓口担当者講習会　１回
・患者の声相談窓口　13,239件

・医療安全推進協議会
２回
・医療安全支援センター
連絡会　４回
・医療安全支援センター
職員向け研修会　３回
・医療安全推進講習会
１回
・病院管理講習会　１回
・患者相談窓口担当者講
習会　１回
・患者の声相談窓口　－

＜課題２＞
医療安全支援センターの
設置
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

○

○

○

第２部各論　第２章　高齢者及び障害者施策の充実

第１節
高齢者保
健福祉施
策

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績

＜課題１＞
介護サービス基盤の整備

（取組１）
介護サービス基盤の整備
促進

特別養護老人ホームの整備

特別養護老人ホームについて、
整備が十分進んでいない地域に
おける整備費補助の加算を行う
ことにより、地域偏在の緩和・
解消を図りつつ、整備を促進し
ます。

項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

認知症高齢者グループホーム緊
急整備事業

区市町村が実施する認知症高齢
者グループホームの整備に要す
る経費の一部を補助することに
より、整備を促進します。

○平成30年度末整備実績
　11,093人

○平成30年度目標
　11,040人

地域密着型サービス等重点整備
事業

区市町村が実施する地域密着型
サービスの拠点の整備に要する
経費の一部を補助することによ
り、整備を促進します。

○平成30年度末整備実績
　小規模多機能型居宅介護　221ヵ所
　看護小規模多機能型居宅介護　38ヵ
所

○平成30年度末整備実績
　48,429人

○平成30年度目標
　49,841人

介護老人保健施設の整備

介護老人保健施設について、整
備が十分進んでいない地域にお
ける整備費補助の加算を行うこ
とにより、地域偏在の緩和・解
消を図りつつ、整備を促進しま
す。

○平成30年度末整備実績
　21,635人

○平成30年度目標
　23,125人

＜課題３＞
介護人材の不足

（取組３）
介護人材の確保・定着・
育成

東京都介護職員キャリアパス導
入促進事業

「介護キャリア段位制度」を活
用し、職責に応じた処遇を実現
するキャリアパスの導入に取り
組む事業者を支援します。

キャリアパス導入促進事業費補助
実績:275事業所

キャリアパス導入促進事業
費補助
予算規模:600事業所

＜課題２＞
高齢者の住まいの確保

（取組２）
高齢者向けの住宅の確
保・居住支援の推進

住宅確保要配慮者に対する賃貸
住宅の供給促進

住宅確保要配慮者賃貸住宅の登
録手数料の無料化や、家賃低廉
化等に係る区市町村への補助等
を通じ、登録住宅の普及促進を
図っています。

・セーフティネット住宅登録戸数
  296戸

・2025年度までに3万戸登
録目標

民間賃貸住宅への居住支援

住宅確保要配慮者（高齢者、障
害者、子育て世帯など）の民間
賃貸住宅への円滑な入居の促進
を図るため、東京都居住支援協
議会は、区市町村における居住
支援協議会の設立を促進すると
ともに、その活動を支援してい
ます。
　また、家賃債務保証や入居に
係る情報提供、相談、見守り等
の生活支援を行う居住支援法人
の指定を進めています。

・2区で設立（計14区市で設立）
・パンフレット改訂、賃貸住宅大家向
けチラシ作成
・セミナー開催（2回）

・居住支援法人指定数　19法人

・5区市設立予定
・パンフレット改訂、賃貸
住宅大家向けチラシ作成
・セミナー開催（2回）

介護職員スキルアップ研修事業

訪問介護員や介護施設職員等を
対象に、業務上必要な医療的知
識や高齢者特有の身体的特徴、
緊急時の対応などについて研修
を実施し、安全で適切な介護
サービス提供を促進します。

研修実績:302名 研修受講者:900名

自立支援・重度化防止等に向け
た介護支援専門員研修事業

医療等の多様な視点からのアセ
スメント及びサービス提供を展
開するための実践的な知識・技
術の修得を図ることにより、高
齢者の自立支援と要介護状態等
の重度化防止及び在宅療養に係
る推進役として活躍できる人材
を育成します。

介護支援専門員及び区市町村職員に対
して、3日間の研修を3コース実施
受講者数：566人

実施規模:453人

東京都サービス付き高齢者向け
住宅供給助成

区市町村と連携し、地域のニー
ズや実状を踏まえた多様なサー
ビス付き高齢者向け住宅等の供
給を促進しています。

・1061戸（2018年度末20,751戸供給）
・2025年度までに28,000戸
供給目標
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第２章　高齢者及び障害者施策の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

在宅療養環境整備事業（医療保
健政策区市町村包括補助事業）

区市町村が行う地域の実情に応
じた取組を支援し、在宅療養体
制の構築を図る。

４８区市町村（重複を除く）

○区市町村在宅療養推進事業
４３区市町村
（１）在宅医療と介護の提供体制の充
実に向けた先駆的な取組への支援：１
６区市町村
（２）切れ目のない在宅医療提供体制
の構築や医療・介護関係者等への情報
共有に対する支援：３５区市町村
（３）小児等在宅医療推進事業：５区
市町村

○在宅療養環境整備支援事業
２３区市町村

医療保健政策区市町村包括
補助事業

在宅人工呼吸器使用者療養支援
事業（医療保健政策区市町村包
括補助事業）

電力供給の停止がそのまま生命
の危険に直結する恐れのある、
在宅人工呼吸器使用者が停電時
等に必要とする品目について支
援し、在宅療養における安全・
安心を確保する。

医療保健政策区市町村包括
補助事業

入退院時連携強化事業

医療機関における入退院支援に
取り組む人材を育成・確保する
とともに、入退院時における地
域との連携を一層強化し、在宅
療養生活への円滑な移行を促進

○入退院時連携強化研修
２回（１月、２月）　３９５人

○在宅療養支援窓口取組推進研修
１回（３月）　７４人

○入退院時連携支援事業（人件費補
助）
６５施設

○入退院時連携強化研修
２回　３３０人

○在宅療養支援窓口取組推
進研修
１回　１０６人

○入退院時連携支援事業
（人件費補助）　９０施設

１区

第１節
高齢者保
健福祉施
策

＜課題４＞
在宅療養ニーズの増加

（取組４）
在宅療養の推進

区市町村在宅療養推進事業 ６２区市町村

在宅療養研修事業

地域における在宅療養推進の中
心的な役割を担う人材（在宅療
養地域リーダー）を育成する。
また、病院の在宅療養に関する
理解促進のための研修や地域と
病院の相互の研修を支援するこ
とで、病院から在宅療養への円
滑な移行を促進

○在宅療養推進研修
１回（９月）　２２０人

○病院内での理解促進研修
１１地区

○病診連携研修（相互研修）
９地区

○在宅療養推進シンポジウム
１回（１２月）　２１７人

○在宅療養推進研修
１回　１３５人

○病院内での理解促進研修
１０地区

○病診連携研修
１０地区

○在宅療養推進シンポジウ
ム
１回

21



様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第２章　高齢者及び障害者施策の充実

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

○

○

第１節
高齢者保
健福祉施
策

＜課題５＞
認知症高齢者の増加

（取組５）
認知症対策の総合的な推
進

認知症疾患医療センター運営事
業

認知症疾患医療センター（「地
域拠点型」又は「地域連携
型」）を区市町村に１か所ずつ
（島しょ地域を除く。）指定
し、認知症に関する鑑別診断、
身体合併症と行動・心理症状へ
の対応、専門医療相談等を実施
するとともに、地域の保健医
療・介護従事者等との連携の推
進、人材の育成等を行うことに
より、地域における認知症の進
行予防から地域生活の維持まで
に必要な医療を提供できる体制
の構築を図ります。

＜平成30年度末指定数＞
・地域拠点型認知症疾患医療センター
　12か所
・地域連携型認知症疾患医療センター
　40か所

＜地域拠点型認知症疾患医療センター
が実施する研修＞
・東京都かかりつけ医認知症研修
　579人（25回）平成30年度修了者数
（実施回数）
・東京都看護師認知症対応力向上研修
Ⅰ
　1,382人（29回）平成30年度修了者
数（実施回数）

○地域拠点型認知症疾患医
療センター　12か所
○地域連携型認知症疾患医
療センター　41か所

認知症支援推進センター運営事
業

都内の医療専門職等の認知症対
応力向上の支援拠点として設置
した「認知症支援推進セン
ター」において、認知症医療従
事者等に対する研修や区市町村
における指導的役割を担う人材
の育成を行うとともに、島しょ
地域への訪問研修や認知症医療
従事者に対する相談支援等、島
しょ地域の認知症支援体制の構
築を支援します。

○島しょ地域の認知症対応力向上研修
　大島町、新島村、三宅村で実施

○島しょ地域認知症医療サポート事業
　島しょ地域の医療従事者等に対する
認知症の診断及び治療等に係る相談支
援や初期集中支援チームの活動支援を
実施

○島しょ地域の認知症対応
力向上研修
　3島

○島しょ地域認知症医療サ
ポート事業
　9島（各年6回）

歯科医師・薬剤師・看護職員認
知症対応力向上研修事業

医療における認知症への対応力
を高めるため、歯科医師、薬剤
師、看護職員を対象に研修を実
施します。

○東京都歯科医師認知症対応力向上研
修
　266人(3回） 平成30年度修了者数
（実施回数）
○東京都薬剤師認知症対応力向上研修
  598人(2回） 平成30年度修了者数
（実施回数）
○東京都看護師認知症対応力向上研修
Ⅱ
  689人(4回） 平成30年度修了者数
（実施回数）
○東京都看護師認知症対応力向上研修
Ⅲ
  115人（1回） 平成30年度修了者数
（実施回数）

○東京都歯科医師認知症対
応力向上研修
　600人（3回）
○東京都薬剤師認知症対応
力向上研修
　1,000人（2回）
○東京都看護師認知症対応
力向上研修Ⅱ
　　700人（4回）
○東京都看護師認知症対応
力向上研修Ⅲ
　　150人（1回）

派遣調整：６２区市町村

高齢者見守り相談窓口設置事業

高齢者の在宅生活の安心・安全
を提供するために、高齢者やそ
の家族等からの相談を受けた
り、地域と連携して高齢者の見
守り等を行う窓口の設置を支援
します。

18区市町97地区で実施 95地区

認知症介護研修事業

認知症の人の介護サービスの充
実を目的として、高齢者介護実
務者及びその指導的立場にある
者に対し、認知症介護に関する
実践的研修を実施します。

○認知症介護基礎研修
　  受講数1,268人
○認知症介護実践研修
　①認知症介護実践者研修
　　受講数1,270人
　②認知症介護実践リーダー研修
　　受講数　167人
○認知症対応型サービス事業開設者研
修　受講数   33人
○認知症対応型サービス事業管理者研
修　受講数  324人
○小規模多機能型サービス等計画作成
担当者研修　受講数  113人
○認知症介護指導者養成研修
　　年間7人受講
○フォローアップ研修　年間1人受講

○認知症介護基礎研修
　  1,600人
○認知症介護実践研修
　①認知症介護実践者研修
　　1,600人
　②認知症介護実践リー
ダー研修　300人
○認知症対応型サービス事
業開設者研修　70人
○認知症対応型サービス事
業管理者研修　420人
○小規模多機能型サービス
等計画作成担当者研修　80
人
○認知症介護指導者養成研
修　年間30人受講
○フォローアップ研修
年間3人受講

若年性認知症総合支援センター
運営事業

若年性認知症特有の多岐にわた
る相談に対応するワンストップ
窓口を区部と多摩の２か所に設
置し、若年性認知症の人を早期
に適切な支援に結びつけるとと
もに、地域包括支援センターや
医療機関等の専門機関に対する
支援を実施します。

○相談
・東京都若年性認知症総合支援セン
ター
　　延相談件数3,408件、相談人数285
人
・東京都多摩若年性認知症総合支援セ
ンター
　　延相談件数3,646件、相談人数129
人
○研修
・区市町村職員、地域包括支援セン
ター職員等対象
　　年3回実施、188人参加

○相談支援
○相談支援研修

＜課題６＞
介護予防と支え合う地域
づくり

（取組６）
介護予防と支え合う地域
づくりへの支援

東京都介護予防推進支援セン
ター設置事業

東京都介護予防推進支援セン
ターを設置し、区市町村職員等
の人材の育成や地域の自主グ
ループ活動への専門職の派遣、
区市町村からの相談に対する助
言等を行います。

・人材育成
 (総合事業従事者向け介護予防研修)
 総論編119人 実践編68人
・派遣調整 11区市40件
・相談支援 41区市町215件

人生100年時代セカンドライフ
応援事業

人生100年時代において高齢者
が地域で活躍できるよう、文
化・教養・スポーツ活動などの
生きがいづくりにつながる機会
の提供のほか、高齢者が気軽に
立ち寄り参加できる活動拠点の
整備等に取り組む区市町村を支
援します。

○平成30年度より事業実施
○平成30年度実績（区市町村数）
・事業全体：46区市町村
・生きがい活動等の促進：39区市町村
・地域サロンの設置運営：17区市町村

62区市町村
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○

○

○

第２節
障害者施
策

＜課題１＞
地域における自立生活を
支える仕組みづくり

（取組１-１）
地域生活を支える基盤の
整備促進

障害者（児）施設整備助成（重
点的整備）

「「障害者の地域移行・安心生
活支援３カ年プラン」により、
設置者負担の２分の１を特別に
助成します。

平成30年度末定員増数
[平成29年度からの累計]
○地域居住の場の整備　774人増
○日中活動の場　1,552人増
○在宅サービスの充実（ショートステ
イ）　51人増

予算額：3,455,493千円
令和2年度末計画
[平成30年度からの累計]
○地域居住の場の整備
2,000人増
○日中活動の場の整備
6,000人増
○在宅サービスの充実（短
期入所）180人増

（取組１-２）
地域生活への移行促進と
地域生活の継続の支援

地域移行促進コーディネート事
業

入所施設等に地域移行促進コー
ディネーターを配置し、施設入
所者の地域生活への移行を促進
します。

入所施設からの地域生活移行者数
平成30年度末まで　≪集計中≫
[平成28年度末からの累計]

予算額：67,695千円、
3,235,000千円（「障害者
施策推進区市町村包括補助
事業」事業全体の額）
○入所施設からの地域生活
移行者数
令和2年度末まで670人
[平成28年度末からの累計]

精神障害者早期退院支援事業

○医療保護入院者へ地域援助事
業者等を紹介し、本人や家族の
相談支援を行うほか、退院支援
委員会等への地域援助事業者等
の出席依頼など、地域援助事業
者等との連携を図り、地域にお
ける医療と福祉の連携体制を整
備する精神科医療機関に対して
支援を行います。
○地域援助事業者等が、医療機
関における医療保護入院者の退
院支援のための会議等へ出席し
た際の事前調整経費等を補助し
ます。
○退院支援のための会議等に地
域援助事業者等を出席させた医
療機関への事務費を補助しま
す。

○実施規模
　・会議開催回数：418回

予算額：9,971千円
○会議開催回数：71回

＜課題２＞
一般就労に向けた支援

（取組２）
一般就労に向けた支援の
充実・強化

区市町村障害者就労支援事業
（障害者施策推進部区市町村包
括補助事業）

障害者の一般就労の機会を拡大
するとともに、安心して働き続
けられるよう、就労支援コー
ディネーター及び生活支援コー
ディネーターを配置し、就労面
と生活面の支援を一体的に提供
します。

区市町村障害者就労支援事業による一
般就労への移行者
平成30年度　2,272人

予算額：13,235,000千円
（「障害者施策推進区市町
村包括補助事業」事業全体
の額）
○区市町村障害者就労支援
事業による一般就労への移
行者　令和2年度2,500人

＜課題１＞
地域における自立生活を
支える仕組みづくり

（取組１-２）
地域生活への移行促進と
地域生活の継続の支援

○

精神保健福祉士配置促進事業

医療保護入院者の早期退院に向
けた、病院内外における調整
や、退院支援計画の作成、退院
支援委員会の開催など、医療と
福祉の連携体制を整備する精神
科医療機関における精神保健福
祉士の確保のための人件費の補
助を行います。

○交付数
　・32病院

予算額：118,838千円
○病院数：33

障害者地域生活移行・定着化支
援事業
（障害者施策推進部区市町村包
括補助事業）

地域生活への移行を希望してい
る重度の入所施設利用者等が、
希望する地域でサービスを利用
しながら安心して暮らせるよ
う、相談援助等の支援を行いま
す。

精神障害者地域移行体制整備支
援事業

精神科病院に入院している精神
障害者が、円滑に地域移行を図
るための体制及び安定した地域
生活を送るための体制を整備す
るとともに、精神科医療機関と
地域との相互理解及び連携強化
の推進を図ります。

○　精神障害者地域移行促進事
    業
○　ピアサポーター活動
　ピアサポーターと共に、長期
入院者等に対する地域移行への
動機付け支援や、病院と地域を
つなぐ橋渡しを行い、広域に渡
るネットワークを構築・強化
し、円滑な地域移行・地域定着
を推進します。
○　グループホーム活用型
    ショートステイ事業
　精神障害者グループホームに
併設した専用居室等を使用し
て、地域生活のイメージ作りや
退院後の病状悪化防止のための
ショートステイを実施します。
○　地域生活移行支援会議
　精神障害者の地域移行に関す
る目標達成に向けて、関係機関
との連携を深め、効果的な支援
体制構築に向けた協議を行うた
め、情報交換、課題の調整およ
び検討等を行います。
○　人材育成事業
　精神障害者の地域移行・地域
定着を担う人材の資質向上のた
めの研修等を実施します。

○精神障害者地域移行促進事業
　・６事業所に委託
　・指定一般相談支援事業所等への
    指導・助言：1,062件
　・関係機関への連絡調整：6,573件
　・会議等への参加1,152件
　・ピアサポーターの活動
　　活動数：187回
　　延べピアサポーター数：758人
○地域生活移行支援会議
　・本庁会議２回
　・圏域別会議７回
○人材育成事業
　・地域移行促進事業委託事業者に
    委託
　・地域移行関係職員に対する研修
    12回（381人）

予算額：59,500千円
○精神障害者地域移行促
  進事業
　・委託：６事業所
　・指定一般相談支援事
    業所等への指導・
    助言
　・関係機関への連絡
    調整
　・会議等への参加
　・ピアサポーターの
    活動
○地域生活移行支援会議
　・本庁会議：2回
　・圏域別会議：12回
○人材育成事業
　・地域移行関係職員に
    対する研修：12回
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〇

第２節
障害者施
策

＜課題３＞
共生社会実現に向けた障
害者理解

（取組３）
共生社会実現に向けた障
害者理解促進

共生社会実現に向けた障害者理
解促進事業

障害の有無によって分け隔てら
れることなく、相互に人格と個
性を尊重し合う共生社会の実現
を目指し、①障害者差別解消法
及び障害者差別解消条例に係る
普及啓発及び体制整備、②障害
者理解促進特設サイト「ハート
シティ東京」の運営、③「ヘル
プマーク」「ヘルプカード」の
普及促進を含めた障害及び障害
者への理解促進に向けた普及啓
発を行います。

「東京都障害者への理解促進及び差別
解消の推進に関する条例」の施行
（平成３０年１０月１日）

ヘルプマークの配布実績　平成３０年
度末累計約３０万個

予算額：48,342千円
○東京都障害者差別解消支
援地域協議会　2回
○民間事業者向け説明会
1回
○都民向けシンポジウム
1回

予算額：245,613千円
○訪問看護　15,405件
○訪問健康診査　23件
○訪問看護師等育成研修
3回
○訪問実習　50回
○地域連携会議　12回

＜課題１＞
重症心身障害児（者）施
策

（取組１）
在宅重症心身障害児
（者）の療育体制の充実
②通所施設等の整備等

重症心身障害児（者）通所運営
費補助事業

在宅の重症心身障害児(者）に
日中活動の場を提供し、療育を
実践するため、都が区市町村を
通じて通所施設における適切な
療育環境の確保を図ります。

重症心身障害児（者）通所事業所の整
備
平成30年度末現在　61事業所　定員
687人
※「障害者・障害児地域生活支援3か
年プラン」
平成30年度末定員増数　33人

予算額：13,235,000千円
（「障害者施策推進区市町
村包括補助事業」事業全体
の額）
○定員150人増
[平成30年度からの累計]

＜課題１＞
重症心身障害児（者）施
策

（取組１）
在宅重症心身障害児
（者）の療育体制の充実
①在宅療育の支援

重症心身障害児等在宅療育支援
事業

在宅の重症心身障害児（者）の
家庭に看護師等を派遣し、看護
技術の指導や療育相談を行う。
また、NICU等に入院している重
症心身障害児等について、在宅
での生活を希望した際に円滑に
移行できるよう、重症心身障害
児とその家族への早期支援や相
談等を行うとともに、研修の実
施等により地域の訪問看護師の
レベルアップを図るなど、重症
心身障害児の支援の充実を図
る。

重症心身障害児等在宅療育支援事業と
して下記の事業を実施
○在宅重症心身障害児（者等）訪問事業
　　訪問看護　延10,124件、訪問健康診
査
　5件
○在宅療育相談事業
　　在宅療育相談　延　5,269件
○訪問看護師等育成研修事業
　　基礎編　延　197人、
     レベルアップ編　延　153人、
　　在宅移行編　56人、訪問実習　45人
　・在宅療育支援地域連携事業
　　　地域連携会議　12回

予算額：9,563千円
○業務連絡会、同行訪問、
運営相談について実施

超重症児者等受入促進員の配置
平成30年度
通所受入促進員　8施設　延　20,453
人
短期入所受入促進員　8施設　延
11,613人

予算額：26,073千円
○通所受入促進員
21,910人

予算額：33,701千円
○短期入所受入促進員
10,871人

＜課題２＞
医療的ケア児施策

（取組２）
医療的ケア児への支援

医療的ケア児に対する支援のた
めの体制整備

医療的ケアが必要な障害児の支
援に係る関係機関相互の連絡調
整や意見交換を行う連絡会を設
置するとともに、地域で医療t
れ黄ケアが必要な障害児に対す
る支援を適切に行うことができ
る人材を育成するための各種研
修を実施する。

○東京都医療的ケア児支援関係機関連
絡会　3回
○医療的ケア児支援者育成研修
　2回　483人
○医療的ケア児コーディネーター養成
研修　1回　修了者76人

予算額：1,694千円
○東京都医療的ケア児支援
関係機関連絡会　3回
○医療的ケア児支援者育成
研修　2回
○医療的ケア児コーディ
ネーター養成研修　1回

＜課題１＞
重症心身障害児（者）施
策

（取組１）
在宅重症心身障害児
（者）の療育体制の充実
②通所施設等の整備等

○重症心身障害児（者）通所委
託（受入促進員配置）

○重症心身障害児（者）短期入
所（受入促進員配置）

民間の医療型施設及びショート
ステイ実施施設において、高い
看護技術を持った看護師を受入
促進員として配置し、特に医療
ニーズが高い在宅の重症心身障
害児(者）の積極的な受入れの
促進を図ります。

＜課題２＞
医療的ケア児施策

（取組２）
医療的ケア児への支援

医療的ケア児訪問看護推進モデ
ル事業

医療的ケアが必要な障害児の訪
問看護に対応する訪問看護ス
テーションの拡大を図るため、
訪問看護ステーションに対して
同行訪問等の研修や運営相談等
を行うモデル事業を実施する。

○業務連絡会　1回
○同行訪問　5名　延訪問件数　28件
○運営相談　2件

＜課題３＞
都立重症心身障害児
（者）施設の改築

（取組３）
都立府中療育センターの
改築

府中療育センター改築工事

開設から築40年以上が経過し、
老朽化・狭隘化が著しいことか
ら、施設の建て替えを行いま
す。

・改築工事の着実な進行
・電子カルテシステム開発設計

・工事関係費
　1,266,156千円
・電子カルテシステム
　関係費
　38,890千円

＜課題２＞
医療的ケア児施策

（取組２）
医療的ケア児への支援

○重症心身障害児（者）等在宅
レスパイト事業

重症心身障害児（者）等の健康
の保持とその家族の福祉の向上
を図るため、在宅の重症心身障
害児（者）等に対し、訪問看護
師が自宅に出向いて一定時間ケ
アを代替し、当該家族の休養を
図ります。

事業実施区市町村
２１区７市
うち医療的ケア児を対象としている区
市
１９区６市

予算額：13,235,000千円
（「障害者施策推進区市町
村包括補助事業」事業全体
の額）
○事業実施区市町村　２１
区７市
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

-

-

-

-

-

○

-

○

-

第２部各論　第３章　健康危機管理体制の充実

第２節
感染症対
策

＜課題１＞
感染症の脅威への対応

（取組１－２）
感染症の発生状況の早期
把握と迅速な対応体制、
情報発信の強化

国
庫
負
担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

-
　東京都実地疫学調査チームを設置し、感染
症発生時において、保健所等が行う実地疫学
調査に関して技術的支援を行っています。

　集団感染発生時に保健所からの要請
に応じて東京都実地疫学調査チームを
対策会議や対応支援に派遣。また、状
況によってはWeb会議で情報共有や対
策の検討を実施。

-

-
　都民の健康安全を守るため、行政需要に応
じた試験検査、調査研究を行っています。

　感染症・食中毒等の病原体検査、医
薬品・日用品・食品・大気・水等の安
全性検査等を実施。
　また、検査方法の改良・開発の研
究、公衆衛生に関する基礎的・応用的
な研究及び健康影響の予見される微生
物や化学物質について先行的な実態調
査等を実施。

-

第１節
健康危機
管理の推
進

＜課題１＞
健康危害の未然防止

（取組１）
効果的な監視指導

-

　健康危機管理の技術的拠点である健康安全
研究センターにおいて、検査・研究部門や健
康危機情報部門の知見や情報を活用し、保健
所等の関係機関とも連携して効果的な監視指
導を実施しています。

○ 医療機器監視課
立入検査施設数：1,585
収去検査：10
違反発見施設数：59
違反発見件数：60
○ 薬事監視指導課
立入検査件数：3,797
収去検査：15
違反発見施設数：54
違反発見件数：55
○ 食品監視第一課及び第二課
立入検査軒数：36,402
収去検査品目数：48,199
違反発見施設数：5
違反発見件数：39
○ 建築物監視指導課
・建築物衛生担当
登録実査等立入検査件数：605
・ビル衛生検査担当
一般立入検査件数：398
精密立入件数：55
帳簿書類検査件数：437

-

＜課題２＞
健康危機発生時における
被害の拡大防止

（取組２）
迅速な原因究明・調査研
究

＜課題４＞
職員の専門的能力の向上

（取組４）
体系的な研修の実施

-
　東京都、特別区、八王子市及び町田市の技
術系職員を対象に研修を実施しています。

　食品衛生、薬事、環境衛生等の専門
職研修等を体系的に実施した。
・専門職研修（36回実施）
・技術研修（112回実施）

-

＜課題３＞
健康危機に関する情報発
信

（取組３）
情報提供の充実 -

　ホームページを活用して、健康危機管理や
公衆衛生に関する情報を公開しています。
　また、都民向けの施設公開などにより、健
康危機に関する正しい知識の普及などを図っ
ています。

　感染症情報（都民向け、医療機関向
け）、アレルギーに関する情報、放射
線測定結果、食品・医薬品等安全情報
などをホームページで情報提供。
　施設公開を平成30年10月27日（土）
に開催。

-

（取組１－１）
感染症医療対策の強化

新型インフルエンザ対策

　新型インフルエンザや同様の影響を及ぼす
おそれのある新感染症の発生に備え、「東京
都新型インフルエンザ等対策行動計画」に基
づき発生情報の早期把握、地域保健医療体制
の強化、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄
など、健康危機管理の観点から対策を行って
います。

・新型インフルエンザ等対策行動計画
及び新型インフルエンザ等保健医療体
制ガイドラインを改定
・東京都感染症医療体制協議会を開催
（１回）
・新型インフルエンザ対策の訓練を実
施（４回）
・ＢＣＰ作成及び院内感染防止に向け
た講習会の実施（区部、多摩部各１回
実施）
・抗インフルエンザウイルス薬を全り
患者の治療、予防投与や季節性インフ
ルエンザが同時に流行した場合に使用
する量として、571.22万人分を目標と
して備蓄済（国備蓄分、流通備蓄分を
含む）
・個人防護具をはじめ、必要な医療資
器材を備蓄済

感染症危機管理情報ネットワー
ク

　感染症指定医療機関、保健所等の感染症対
策に携わる諸機関及びアジア感染症対策プロ
ジェクト参加の12都市間を結ぶ情報ネット
ワークを構築し、感染症に係る情報収集・分
析機能を強化することにより、感染症危機管
理能力の向上を図ります。

○ 都と関係機関との感染症情報の
ネットワーク
・感染症に関する意見交換、情報交換
・広域に患者が発生する事例や特異的
な事例が発生した際の情報共有
・結核指定医療機関の登録情報の管理
や結核に係る情報の共有
・蚊媒介感染症に関するサーベイラン
ス情報等の集積

・東京都感染症医療体制
協議会を開催
・新型インフルエンザ対
策の訓練の実施
・地域医療体制整備に向
けた医療機関向け講習会
の実施
・抗インフルエンザウイ
ルス薬及び医療資器材の
備蓄並びに適切な管理
（使用期限到来済み備蓄
品の廃棄及びそれに伴う
必要数の購入を含む）

【予算】
1,296百万円

一類感染症等対策

　患者発生時における感染症指定医療機関へ
の搬送体制を整備するとともに、搬送スタッ
フや指定医療機関の従事者の感染防護具の充
実、定期的な訓練の実施により、発生時の体
制を強化しています。

・一類感染症等対応連絡協議会の開催
（１回）
・感染防止資機材の整備を実施
・感染症指定医療機関における患者移
送・受入訓練の実施（１回）

・一類感染症対応連絡協
議会を開催
・感染症指定医療機関に
おける患者移送・受入訓
練の実施

感染症発生動向調査

　感染症に関する情報を 迅速に収集、解析し
その結果を感染症対策の関係機関や都民等へ
的確に提供・公開することにより、必要な予
防対策を講じ疾病のまん延を防止します。

○ 感染症発生動向調査
・コンピュータを用いたオンライン報
告の確認による流行状況の監視
・病原体定点医療機関からの検体搬
入、集団感染発生時の検体確保及び菌
株の確保により、流行株等の早期把握
を実施
・感染症週報を発行し、都内の感染症
発生情報の分析結果を、都民や医療関
係者等へ提供・公開

小児科定点：264
内科定点：155
眼科定点：39
基幹定点：25
性感染症定点：55
疑似症定点：37

【予算】
110百万円

システム保守及び改修

【予算】
11百万円
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第３章　健康危機管理体制の充実

国
庫
負
担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

-

-

-

○

○

○

〇

〇

〇

〇

第２節
感染症対
策

＜課題１＞
感染症の脅威への対応

（取組１－２）
感染症の発生状況の早期
把握と迅速な対応体制、
情報発信の強化

（取組１－３）
組織横断的な連携

　アジア感染症対策プロジェクト会議や人材
育成研修、感染症情報ネットワークシステム
を通じて、アジア各都市の行政機関・医療機
関・研究機関などの医師・研究者が、感染症
対策などの情報交換を行います。
　また、プロジェクトの参加都市間におい
て、共通する感染症の課題についての調査研
究を行い、各都市の対策に活用します。
　さらに、感染対策従事者を海外の専門機関
に派遣し、国内では症例の少ない感染症につ
いての対応策を学び、対応力の強化に役立て
ます。

・梅毒をテーマに共同調査研究を実施
・１月に東京においてプロジェクト会
議を開催し、梅毒をはじめ、結核、蚊
媒介感染症、HIV/エイズについて発
表・意見交換を実施
・バンコクのマヒドン大学熱帯医学部
に都内医療機関の医師6名を派遣

共同調査研究実施
プロジェクト会議開催
海外派遣研修（12日間6
名）

【予算】
17百万円

＜課題２＞
結核対策の強化

（取組２－１）
重点対象者に対する健康
診断・普及啓発の強化

結核対策特別促進事業

　事業者や市町村などが実施する結核の定期
の健康診断・予防接種に加え、患者に対する
療養支援や医療費の公費負担、患者の家族等
接触者に対する健康診断など、法律に基づい
た対策を実施しています。
　また、結核発生動向を迅速に収集・解析
し、その結果を都民や医療関係者などに公表
するとともに、結核に関する正しい知識の普
及に努めています。

・外国人結核患者への通訳派遣（派遣
回数170件）
・結核予防講演会の開催（８回）
・外国人向け健診資材の翻訳（７言
語）
・外国人向け服薬ノート（LTBI用）の
翻訳（11言語）

・通訳派遣254件
・結核予防講演会８回

【予算】
93百万円

-

　感染症全般に係る正しい知識を持ち、適切
に対応できるよう、海外旅行者や外国人入国
者等への啓発用印刷物の配布や企業等におけ
る研修のための資材提供を行います。

・感染症予防ガイドを作成し都内パス
ポートセンター(4か所)等に配布。
・医療機関受診のための多言語ガイド
を作成し都内宿泊施設や観光情報セン
ター5か所に配布
・職域における感染症対策プロジェク
トの事業説明会を５回開催

啓発冊子の作成
・感染症予防ガイド（1
万部）
・医療機関受信のための
多言語ガイド（４万部）
職域プロジェクトの実施

疫学調査等支援ツール整備

　感染症発生時に外国人患者からの聞き取り
や二次感染防止の指導の円滑化を図るための
「疫学調査等支援ツール」を整備し、保健所
の疫学調査や保健指導を支援します。

・都保健所に端末等を配備
・都内保健所向けに説明会を開催
・疫学調査、保健指導を支援するアプ
リの試行・検証を実施

携帯端末　7台
モバイルプリンター他消
耗品　7台

（取組２－２）
患者中心のＤＯＴＳの推
進

結核地域医療ネットワーク推進
事業

　連携パスを兼ねた服薬ノートの普及を進
め、保健所・医療機関・薬局などが連携して
結核患者へのDOTS（直接服薬確認療法）を実
施し、治療を中断しないよう支援する体制を
確立します。

・DOTS支援員の派遣（351日）
・DOTS支援員研修の開催（２回）

・DOTS支援員の派遣120
日×５保健所（島しょを
除く）
・DOTS支援員研修の開催
２回

（取組２－３）
地域における結核医療の
確保

・デインジャーグループ向け講演会の
開催（２回）
・DOTSマニュアルの改訂

・デインジャーグループ
向け講演会２回

アジア感染症対策プロジェクト
（共同調査研究事業等）

エイズ医療体制の整備
　ＨＩＶ感染者・エイズ患者の医療需要に適
切に対応するため、診療協力病院を確保し、
医療体制を整備します。

エイズ診療拠点病院等による診療体制
の整備

・東京都エイズ診療拠点
病院：43病院
・東京都エイズ診療連携
病院：9病院

【予算】
8百万円

エイズ療養支援体制

　保健・医療・福祉の関係機関の連携を強化
し、ＨＩＶ感染者・エイズ患者への在宅での
療養を支援する体制を整備するとともに、心
理的・社会的なサポートを行う体制を確保し
ます。

・エイズ診療拠点病院等によるＨＩＶ
陽性者に対する療養支援体制の整備
・エイズ専門相談員の派遣・・・
2,427件（相談員6名）

・エイズ専門相談員の派
遣

【予算】
21百万円

＜課題３＞
ＨＩＶ／エイズ、性感染
症対策の推進

（取組３）
社会全体と連携したＨＩ
Ｖ／エイズ、性感染症対
策

エイズ普及啓発

　若者のピア・エデュケーターが同世代の若
者にエイズに関する情報や命の大切さを伝え
るピア・エデュケーション事業や、エイズ啓
発拠点事業を実施するとともに、特定非営利
活動法人等との連携の強化などにより、対象
者層に応じた効果的な予防啓発活動を行って
います。

・ピア・エデュケーション事業による
若者への啓発の実施
・エイズ啓発拠点事業での繁華街にお
ける若者向け啓発イベントの実施

・ピアエデュケーターの
養成及び派遣
・words of love配信：4
回

【予算】
47百万円

エイズ相談・検診体制の充実

　都民が利用しやすい電話相談体制（保健所
及び東京都HIV/エイズ電話相談）を構築し、
相談者のHIV/エイズに関する不安の解消を
図っています。同時に、保健所、東京都南新
宿検査・相談室及び多摩地域検査・相談室に
おいて匿名無料のＨＩＶ検査を実施し、感染
の早期発見を促します。

・多摩地域検査相談室では、土曜日の
ＨＩＶ・梅毒迅速検査を実施
・南新宿検査・相談室では、平日夜
間・土日にＨＩＶ・梅毒検査を実施す
るとともに、性器クラミジア及び淋菌
の検査も臨時で実施
・東京都のHIV検査件数：29,576件

保健所、東京都南新宿検
査・相談室及び多摩地域
検査・相談室でのHIV検
査実施

【予算】
220百万円
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国
庫
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課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

　薬物乱用のない社会づくりを目指し、「啓
発活動の拡大と充実」、「指導・取締りの強
化」、「薬物問題を抱える人への支援」を３
つの柱として、様々な取組を行っています。

○ ポスター、リーフレットを作成
し、各種イベント等で活用するととも
に、中学生によるポスター・標語の募
集や薬物乱用防止高校生会議を実施す
るなど、若い世代に重点を置いた啓発
を行った。

○ 地域に根ざした活動を展開するた
め、薬物乱用防止指導員に対して研修
を行ったほか、学校や地域で開催され
る薬物乱用防止講習会へ薬物専門講師
を派遣した。

○ 危険ドラッグ専用ホームページや
キーワード連動広告・警告表示等を活
用した情報提供や注意喚起を行うな
ど、若い世代の目に止まる方法での効
果的な啓発を行った。

○ 啓発活動の拡大と充
実
「ダメ。ゼッタイ。」普
及運動、麻薬・覚醒剤乱
用防止運動、薬物乱用防
止高校生会議の実施

【予算】
182百万円

○ 未規制薬物（14成分）について、
東京都薬物の濫用防止に関する条例に
基づき、知事指定薬物に指定するとと
もに国等に情報提供し、広域的な規制
に繋げた。
○ インターネット販売サイト等から
136物品の危険ドラッグを試買し、麻
薬や指定薬物が検出された事業者に対
して販売中止の警告を実施した。

○ 指導・取締りの強化
薬物情報評価委員会開催
年６回

【予算】
182百万円（再掲）

○ 相談・支援体制の充実、関係機関
が連携した薬物依存症からの回復支
援、当事者等の状況に応じた継続的な
支援の実施をした。

○ 薬物問題を抱える人
への支援
麻薬中毒者相談員12名

【予算】
182百万円（再掲）

-

＜課題２＞
不適切な広告・偽造医薬
品等による健康危機への
対応

（取組２）
違反品の迅速な排除と適
正飼養推進による消費者
の安全確保

医薬品等の広告監視指導

　テレビ、雑誌、パンフレット、インター
ネット等による医薬品等の広告が効能・効果
等に関し虚偽誇大にならないよう、指導・取
締りをおこなっています。
　また、薬局及び医薬品販売業者が行う医薬
品の広告については、薬局等の行う医薬品の
広告の適正化に関する条例に基づき、指導・
取締りを行い、医薬品の過量消費及び乱用助
長の防止を図っています。

【広告一斉監視結果】
（調査広告数）雑誌:7423件、テレビ:423
件
（違反率）    雑誌:8.5%、テレビ:5.7％
【インターネット】
協力業者へ調査依頼4,161件
【広告事前相談】　2066件
【違反指導件数】  535件

・広告一斉監視
・インターネット監視
・広告事前相談
・違反指導

-

　偽造品流通事案を受け、厚生労働省から発
出された内容をまとめ、ホームページ「東京
都医薬品医療機器等法Ｗｅｂ講習会」でスト
リーミング形式の動画を配信しています。

○ 23本の動画を公開している。

＜課題１＞
高度専門化への対応

（取組１）
国際標準に対応した高度
専門的な監視指導による
医薬品等の安全確保

-

　医薬品や医療機器等の製造業者・製造販売
業者が、適切な品質・製造管理、安全情報管
理をするよう指導・支援し、医薬品等の安全
確保を図っています。

　調査員等教育訓練計画に従い、４月
に新任・復帰研修、８月と１０月に継
続研修を実施し、調査員の資質及び監
視指導の質の向上を図った。
　また、マネジメントレビューや自己
点検の結果等を踏まえ、東京都ＧＭＰ
／ＱＭＳ調査手順書に関連する細則を
制定及び改訂した。
　これらを通じて、監視指導の国際的
標準に対応した品質管理監督システム
の構築と適正な運用を図った。

-

第３節
医薬品等
の安全確
保

-

-

　大規模な食中毒又は食品による重大な健康
被害の発生時等において、的確に被害の拡大
防止、再発防止を図るため、平時の訓練等を
通じて他自治体との連携強化を推進していま
す。

<大規模食中毒対策>
・関連する都区市保健所において、オ
リパラ関連施設での食中毒発生を想定
し、課題確認を目的とした大規模食中
毒訓練を実施（平成31年2月実施、7自
治体参加）
・近隣自治体との情報共有及び連携強
化の目的で首都圏食品衛生担当課長食
中毒防止連絡会を開催（平成31年1月
開催、厚労省及び近隣25自治体参加）

・大規模食中毒訓練の実
施
・首都圏食品衛生担当課
長食中毒防止連絡会の開
催

＜課題３＞
より着実な衛生管理シス
テムの普及

（取組３）
食品衛生自主管理認証制
度の普及

食品衛生自主管理認証制度

　食品関係施設が取り組む自主的な衛生管理
を積極的に評価する制度です。各施設の衛生
管理の方法について、都が指定した第三者機
関が審査し、都が定める基準を満たしている
と認められる施設を申請により認証し、広く
都民に公表します。

＜事業者への制度の普及＞
・制度説明会及びマニュアル作成セミ
ナー開催（制度説明会10回、セミナー
6回）並びにリーフレット配布
・食品関連展示会への出展（1回）

＜都民等への制度の周知＞
・都のホームページ及び都民が参加す
る食育フェスタ等でのパンフレット配
布
・東京観光客向け（日本人及び外国
人）雑誌に広告掲載

・マニュアル作成セミ
ナー：6回
・広告掲載

第４節
食品の安
全確保

＜課題１＞
多様化する健康危機

（取組１）
多様化する健康危機に対
応した総合的な食品安全
行政の推進

-

　東京都食品安全条例に基づき、「食品安全
推進計画」を策定し、生産から消費に至るま
での食品の安全確保に向けた様々な施策を総
合的・計画的に推進しています。

＜食品安全推進計画＞
・平成27年2月に改定した、食品安全
推進計画（計画期間：27年度～32年
度）に基づき食品の安全確保に係る施
策を総合的かつ計画的に推進
・平成30年8月、東京都食品安全審議
会に同計画の進ちょく状況について報
告

・食品安全審議会の開催

＜課題２＞
大規模な食中毒への対応

（取組２）
大規模食中毒対策の推進

＜課題３＞
大都市の特性や流通形態
の多様化に応じた対策の
実施

（取組３）
多様な薬物乱用防止対策
の推進

薬物乱用防止対策

＜課題４＞
食品の安全に対する事業
者と都民の理解促進

（取組４）
食品安全に関するリスク
コミュニケーションの推
進

食の安全都民フォーラム等

　食の安全都民フォーラムをはじめとする、
大小さまざまな規模での都民との意見交流の
場を充実させ、食品の安全に関する様々な
テーマについての情報や意見の交流を推進
し、関係者間の相互理解を図っていきます。

・食の安全都民フォーラム
　平成30年9月に『「生で食べる」を
考える』をテーマに開催
・食の安全調査隊
　平成30年8月に「食の安全こども調
査隊」として実施
・食の安全都民講座
　ノロウイルス対策、有毒植物等を
テーマに5回開催
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平成30年度計画
（予算規模等）

-

-

○

-

-

-

-

○

-

第５節
アレル
ギー疾患
対策

＜課題１＞
日常生活における予防等
のための知識の普及等

（取組１）
適切な自己管理や生活環
境の改善のための取組の
推進

新たなアレルギー性疾患対策の
展開

　「東京都アレルギー疾患対策推進計画」に
基づき、症状の軽減や生活改善に役立つ情報
提供・普及啓発の充実を図っています。

○ 患者・家族等向けアレルギー講演
会の開催
○ アレルギー疾患に係るリーフレッ
ト等啓発資料の作成・配布（ぜん息
カード・リーフレット、食物アレル
ギーチラシ・小冊子）

・東京都アレルギー疾患
医療拠点病院及び東京都
アレルギー疾患医療専門
病院の指定
・アレルギー疾患医療拠
点病院等連絡会：2回
・医療従事者向け研修：
2回

＜課題３＞
患者等の生活の質の維
持・向上に向けた支援

（取組３）
生活の質の維持・向上を
支援する環境づくり

新たなアレルギー性疾患対策の
展開

　アレルギー疾患を有する方が安心して生活
が送れるよう、保育所や学校等の関係者に対
するぜん息や食物アレルギーの日常管理・緊
急時対応研修等の実施により、関係者の理解
と対応力の向上を目指します。

○ 関係機関の職員を対象としたアレ
ルギー対応研修の実施
・保育所等の職員を対象とした、専門
医等からの子供のアレルギー疾患等に
関する知識・技術の普及
・訪問看護や介護福祉施設、健康保険
組合等の職員を対象とした、専門医等
からの大人のアレルギー疾患や患者指
導等に関する知識・技術の普及
・行政の職員を対象とした、緊急時対
応が円滑に行える組織づくりを行うた
めの対応力向上研修
○ 食物アレルギー緊急時対応
・保育所等職員にするエピペン実習等
を取り入れた緊急時対応研修の実施
○ 人材育成教材の作成・配布
「食物アレルギー緊急時対応マニュア
ル」、「食物アレルギー対応ガイド
ブック」
「子供のぜん息に適切に対応するため
に」
○ 都保健所におけるアレルギー対策
事業の実施
・管内の地域関係者に対する対応技術
指導や講習会等の実施

・関係者向けアレルギー
研修の開催
　実務研修（子供向
け）：3回
　実務研修（大人向
け）：2回
　緊急時対応研修：2回
　体制強化研修（リー
ダー養成）：2回
　体制強化研修（企画立
案推進）：2回
・教材の作成・配布
・都保健所アレルギー対
策

・都民向けアレルギー講
演会：1回
・アレルギー講演会の開
催
・都民向けリーフレット
等の作成・配布

花粉症の調査研究

　花粉症の予防や症状の軽減に役立てるた
め、スギ・ヒノキ等の花粉の飛散状況の継続
的な観測、解析を行い、花粉の飛散開始時期
や飛散数等の情報をインターネットなどを通
じて提供しています。

○ 花粉症の予防治療等に関する情報
提供
・花粉症予防治療シンポジウムの開
催、「花粉症一口メモ」を発行・配布

・花粉情報提供（花粉症
一口メモ配付、東京都ア
レルギー情報navi.等）

＜課題２＞
患者の状態に応じた適切
な医療を提供する体制

（取組２）
患者の状態に応じた適切
な医療やケアを提供する
体制の整備

新たなアレルギー性疾患対策の
展開

　アレルギー疾患を持つ方が状態に応じた適
切な医療を受けることができるよう、アレル
ギー疾患医療を提供する医療機関のネット
ワーク構築や、研修等による医療従事者の資
質向上に取り組んでいます。

○ 東京都アレルギー疾患医療拠点病
院及び東京都アレルギー疾患医療専門
病院を指定（拠点病院：4病院、専門
病院：13病院）
○ アレルギー疾患医療拠点病院等連
絡会の開催
○ 医療従事者向け専門研修実施

都内の小売店で購入した
食品を１４群に分類・調
製し、ダイオキシン類、
ＰＣＢ、重金属及び放射
性物質を分析

【予算】
6百万円

（取組１－２）
室内環境向上に向けた取
組（シックハウス対策
等）

室内環境保健対策

１　都民が日常生活の大半を過ごす室内環境
の向上を図り、シックハウス症候群への不安
を解消するための取組を実施します｡
２　シックハウス症候群に関する普及啓発を
行うとともに、都民の相談等に応じ必要な助
言を行います。
３　保健所が市町村との連携を強化し、シッ
クハウス問題解決の相談、助言のセンター的
役割を担います。

○ 室内化学物質対策の普及啓発
・保育所、児童館等の関係者を対象に
講習会を実施し、化学物質対策の重要
性を周知
・保育所、図書館等における室内空気
中の揮発性有機化合物の調査結果を基
に作成した「施設で決める換気のルー
ル」のパンフレットによる普及啓発
・新生児を迎える家庭向けの「赤ちゃ
んのための室内環境」のリーフレット
による普及啓発
○ 保健所における相談・助言
・都民からの相談に対し、情報提供、
訪問相談、環境測定等を実施

１　保健所における相
談・指導体制の整備
(1) 室内化学物質に関わ
る調査・助言
(2) ダニアレルゲン等に
関する調査・助言
(3)カビに関わる調査・
助言
(4)相談助言資料の充実
２　普及啓発
「化学物質子供ガイドラ
イン（室内空気編）」等
の普及啓発
３　連絡会等
(1) 関係局連絡会：組織
横断的に室内環境に関わ
る情報提供や意見交換を
行い、全庁的取組を推進

【予算】
3百万円

第６節
環境保健
対策

＜課題１＞
化学物質等による健康被
害の防止

（取組１－１）
食事由来の化学物質等摂
取量推計調査の実施

食事由来の曝露量推計

　トータルダイエット方式により食品中化学
物質のヒトへの曝露量を推計することでリス
ク評価を行い、都民への健康影響を未然に防
ぐための情報提供を行います。

○ 食事由来の化学物質等ばく露量推
計調査の実施
・トータルダイエットスタディによ
り、ダイオキシン類、残留農薬、
PCB、重金属、放射性物質の一日摂取
量を調査し、その結果を公表

＜課題２＞
大気汚染物質による健康
影響の解明

（取組２）
大気汚染物質による健康
影響に係る調査研究

基礎的実験研究
　大気汚染物質による健康影響についての調
査研究を実施します。

○ 大気汚染物質による健康影響に係
る調査研究
・実験動物・培養細胞を用いて、大気
中に含まれる硫酸アンモニウムの健康
影響について調査研究を実施
・都内の大気を捕集し、大気中に含ま
れる硫酸アンモニウムの実態を把握

○硫酸アンモニウムによ
る健康影響調査
・培養細胞に対する硫酸
アンモニウムばく露実験
実施
・ぜん息モデルマウスの
制作及び評価

【予算】
4百万円

＜課題３＞
環境中の放射線量等のモ
ニタリング

（取組３）
環境中の放射線量等に関
する情報提供

放射能測定調査
　空間放射線量、水、食品の放射性物質の測
定機器を整備し、運用します。

・空間放射線量を常時測定し公表。水
や食品の放射性物質の測定機器を整備
し、運用
・希望する区市町村に測定器の貸与

ゲルマニウム半導体各種
分析装置5台、モニタリ
ングポスト7か所等の整
備・運用

【予算】
53百万円

放射線に係る情報提供の充実

　都民ニーズに対応した放射能に関する情報
を判りやすく提供し、放射能に対する都民の
不安軽減を図るとともに、正しい知識の普及
啓発を図ります。

・都民フォーラムやホームページにて
適切に情報提供

健康安全研究センター
ホームページ運用管理、
放射性物質に関する、講
演会、都民フォーラムの
実施

【予算】
11百万円
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

第２部各論　第３章　健康危機管理体制の充実

国
庫
負
担

課題 取組 平成30年度実績
項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成30年度計画
（予算規模等）

-

-

-

-

○

-

-

-

-

○

-

第７節
生活衛生
対策

＜課題１＞
環境衛生関係施設の衛生
確保の徹底

（取組１－１）
自主管理の推進

衛生監視

　都民の日常生活に密接な関係を持つ理・美
容所、クリーニング所、旅館、興行場、公衆
浴場、プール等の環境衛生施設に対して、そ
の衛生水準の確保を図るため法令等に基づく
監視指導を実施するとともに、経営者・管理
者による施設の維持管理の励行を推進してい
ます。

環境衛生営業施設に対して、法令に規
定された衛生措置等を記載した自主点
検記録票を配付し、施設経営者等が自
ら衛生管理を実施できるよう措置

環境衛生営業施設

　　　　　　8,234施設

＜課題２＞
特定建築物の増加と大規
模化

特定建築物施設数
　
            8,053件

＜課題３＞
飲料水の水源、水道施設
の適正管理

（取組３）
飲料水の更なる安全確保

飲用水の衛生管理
（水道監視・水質検査・簡易水
道指導監督事務）

　水道事業、簡易水道事業、貯水槽水道等の
管理の適正化を図るため、水道施設等の監視
指導等を実施します。
また、飲料水の安全を確保するため、東京都
水道水質管理計画に基づき、水質検査を実施
します。

○ 「東京都水道水質管理計画」等に
基づく水質検査の実施（２町８村）
水道法登録水質検査機関等対象の外部
精度管理事業の実施（３２社対象）
専用水道等の監視・指導の実施（２４
市５町６村）

簡易水道事業等補助

　町村における簡易水道事業等の施設整備に
対する補助を行うことにより、水不足の解
消、水質の改善及び災害に対する安全性の向
上を図ります。

○ 簡易水道事業等補助事業の実施
   10町村25事業

○簡易水道事業等補助事
業の実施
10町村24事業

【予算】
953百万円

（取組１－２）
入浴施設等に対する監視
指導の強化及び自主管理
の徹底

衛生監視

　公衆浴場、旅館、プールにおける循環式浴
槽等のレジオネラ症発生防止対策として、通
常の監視指導に加えて、行政検査として水質
検査を実施するとともに、施設側から定期的
な清掃消毒、レジオネラ属菌等の水質検査結
果を報告させています。

○ 公衆浴場等におけるレジオネラ属
菌検出時の指導等に関する要綱及び、
レジオネラ症患者発生時における施設
調査マニュアルに基づき監視指導等を
実施。また、公衆浴場等営業者向けの
自主管理マニュアルの普及啓発により
自主管理の推進

行政検査対象

　　　　　　　316施設
　　　　　　　663検体

第８節
動物の愛
護と管理

＜課題１＞
飼い主の適正飼養の徹底

（取組１）
適正飼養・終生飼養の普
及啓発

動物愛護事業
　動物による人への危害を防止するため、適
正飼養に関する知識の普及啓発を行っていま
す。

（取組２）
特定建築物の監視指導の
充実

特定建築物の監視指導の充実

　多数の者が使用し又は利用する建築物にお
ける衛生的な環境の確保のために「建築物衛
生法」に基づき、特定建築物の監視指導を実
施します。

○ 特定建築物の所有者等に対する講
習会の実施及び特定建築物立入検査票
判定要領に基づく立入検査等を実施。

○ 動物愛護週間中央行事における普
及啓発イベントの実施
○ 動物取扱業者を通じた普及啓発パ
ンフレット等の配布
○ 大型デジタルサイネージを活用し
た遺棄・虐待防止の普及啓発
○ 小学校低学年を対象とした動物を
使わない動物教室の実施（年６０回）
○ 都民を対象とした高齢動物のケア
に関する適正飼養講習会の開催

動物愛護行事実施経費等

【予算】
28百万円

＜課題２＞
動物取扱業者の法令遵守
や動物の適正管理の徹底

（取組２）
動物取扱業者における動
物の適正な取扱いの推進

動物取扱業者
　ペットショップなどの動物取扱業の登録及
びこれらに対する監視を行い、動物の適正な
取扱と周辺環境の保持に努めています。

○ 動物取扱業の事業者評価制度によ
る効率的・効果的な監視の実施
○ 自主管理点検票の作成・配布、動
物取扱責任者研修会での自主点検実施
の指導

動物取扱責任者研修実施
経費等

【予算】
18百万円

○簡易水道事業等補助事
業の実施
10町村24事業

＜課題３＞
殺処分ゼロに向けた取組
の推進

（取組３）
動物の殺処分ゼロに向け
た取組の推進

（包括補助事業） (包括補助事業)

○ 地域における飼い主のいない猫対
策の推進のため、医療保健政策区市町
村包括補助事業による財政的支援
・飼い主のいない猫対策（４１区市町
村で実施）
・飼い主のいない猫対策緊急促進事業
（６区市で実施）

(包括補助事業)

動物譲渡推進事業
　引取り数の減少及び収容した犬・猫等の譲
渡率の向上に向けた取組を実施し、致死処分
の減少を目指します。

○ 都立公園等における譲渡事業ＰＲ
イベントの開催
○ 犬猫専門誌等に譲渡事業の広告掲
載
○ 大型デジタルサイネージ等を活用
した譲渡事業の普及啓発
○ 離乳前子猫を育成・譲渡するミル
クボランティア事業の実施
○ 負傷動物の譲渡に協力する登録譲
渡団体等に対する必要な物品等の支援
○ 東京都動物情報サイト「ワンニャ
ンとうきょう」に飼い主支援ページの
新設
○ 『「飼い主のいない猫」との共生
をめざす街ガイドブック 問題解決の
ABC』の改定、各区市町村に配布

譲渡事業ＰＲイベント実
施経費等

【予算】
16百万円

＜課題４＞
動物由来感染症や大規模
災害時の対応

（取組４）
災害対策をはじめとする
危機管理への的確な対応

動物由来感染症対策

　動物の飼育を通じて人に感染するおそれの
ある動物由来感染症に関する調査を行い、飼
い主や動物取扱業者への的確な情報提供及び
指導に資することにより、動物由来感染症の
発生及びまん延を防止しています。

○ 動物病院及び動物取扱業における
動物由来感染症保有実態調査の実施
○ 狂犬病予防発生時対応訓練、狂犬
病モニタリング調査の実施

動物由来感染症対策実施
経費等

【予算】
5百万円

動物愛護事業

　大規模災害時に、動物の同行避難のために
飼い主が日頃から備えておくべき内容につい
て、区市町村と連携して、防災訓練等を通じ
て周知するとともに、避難所における対応な
どに取り組む区市町村を支援しています。

○ 総合防災訓練への区市町村及び東
京都獣医師会との協働参加
○ 都の防災計画を踏まえた区市町村
の計画作成への支援
○ 動物愛護推進員及び区市町村動物
愛護管理担当者を対象に「人とペット
の災害対策について」をテーマにした
研修会を開催

動物愛護行事実施経費等

【予算】
28百万円
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